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背景と目的	

歯科疾患（う蝕や歯周病など），咬合状態，顎関節の状
態，さらには口腔内清掃状況といった口腔顔面領域に生じ
る因子は，口腔の健康に影響を与えるだけでなく，スポー
ツ選手のコンディショニングやパフォーマンスと深く関わ
ることが指摘されている1）．具体的には，う蝕や歯周病，
歯牙欠損などによる咬合力の低下は，運動のパフォーマン
スを低下させることが報告されている2）．近年，スポーツ
選手の怪我の予防やパフォーマンスの最大限の発揮を目的
とした環境整備が積極的に進められており，これは歯科分
野においても重要な課題とされている．歯科疾患（う蝕や
歯周病など）が存在する状況では，咬合時の不安定さによ
り，パフォーマンスが低下すると考えられている3）．した
がって，スポーツ選手のパフォーマンスを向上させるため
には，歯科医療による健康サポートが不可欠である．

サッカーは長時間にわたる有酸素運動であるため，選手
は常に口腔乾燥（ドライマウス）のリスクにさらされ，口
腔内における緩衝作用の低下が懸念される4）．さらに，激
しい運動中の口呼吸の増加は，口腔内の環境を一層悪化さ
せる可能性がある．これまで，歯科疾患や咬合状態といっ
た口腔内状況とパフォーマンスの関係については，野球
やラグビーなど一部の競技で議論されているものの5），6），
サッカー選手における口腔内状況がパフォーマンスに与え
る影響についての報告はほとんど見られない．そこで本研
究では，プロサッカー選手 318 名を対象に歯科検診を実施
し，う蝕に関する口腔内状況を一般成人と比較検討した．

対象と方法	

本研究は，2012 年 4 月から2020 年 3 月の間に静岡県の
チームに在籍するJ リーグ選手 318 名を対象として，口腔
内状況の観察をおこなった．本研究の対象者は全て男性で
あった．対象者は正常咬合を有し，顎関節に障害のないこ
とを確認した．全選手 318 名の年齢は17 ～ 41 歳（平均±
SD：26.6 ± 4.8 歳），身長は154 ～ 195cm（平均± SD：
177.0 ± 6.2cm），および体重は51 ～ 90Kg（平均± SD：
71.6 ± 6.3Kg）であった（図 1）．本研究をおこなうに際
し，調査の主旨や目的などスタッフおよび選手に説明し同
意を得ておこなった．口腔内状況の観察は，2 名の歯科医
師でおこなった．

口腔内状況として，未処置歯：decayed teeth（DT），喪
失歯：missing teeth（MT），および処置歯：filled teeth

（FT）を視診，触診で診査し，一人平均 DMF 歯数，すな
わち被験者のDMF 歯数（DT+MT+FT の合計）を被験者
数で割った値を算出した．また，DMF 者率（DMF のいず
れか1 歯を有する者の数 / 被験者数× 100％）を算出した．

結　　果	

プロサッカー選手 318 名のDT の平均（± SD）は0.2
（± 0.8）本，MT の平均（± SD）は0.2（± 0.7）本，お
よびFT の平均（± SD）は4.0（± 4.2）本であった．一人
平均 DMF 歯数（± SD）は4.4（± 4.5）本であった．DT，
MT，FT，DMF 歯数の分布を図 2 に示す．今回得られた

プロサッカー選手における口腔内状況の観察

鈴木　真幸 1），豊田　博紀 2）

1）やすらぎデンタルクリニック 
2）愛知学院大学　歯学部

対象 被調査者数
（人）

人数（人） 割合

DMF者率う歯の
ない者

う歯のある者
う歯の
ない者

う歯のある者

処置完了の者 処置歯・未処置
歯を併有する者 未処置の者 処置完了の者 処置歯・未処置

歯を併有する者 未処置の者

プロスポーツ選手
（対象者） 318 56 227 26 9 18% 71% 8% 3% 75%

一般成人
（20〜34歳） 165 27 75 51 12 16% 45% 30% 7% 84%

差

2% 26% −22% −4% −9%

DMF者率：DMFのいずれか1歯を有する者の数/被験者数×100％）

表1．プロスポーツ選手と一般成人の比較
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プロサッカー選手 318 名の調査値と，厚生労働省による
「令和 4 年歯科疾患実態調査結果」7）のうち20 ～ 34 歳まで
のDMF 者数に関するデータを表 1 で比較した．プロサッ
カー選手のDMF 者率は75％であり，同年代の一般成人と
比較すると，9% 低いという結果であった．う歯のないプ
ロサッカー選手の割合は18％で，同年代の一般成人と比
較すると，2% 高いという結果であった．処置完了者はプ
ロサッカー選手において，26% 高いという結果であった．
未処置者が9 人見られたが，いずれもDT は軽度な1 本の
みであった．また，今回得られたプロサッカー選手の一人
平均 DMF 歯数は4.4 本であり，令和 4 年歯科疾患実態調
査結果で報告されている一人平均 DMF 歯数（6.6 本）よ
り低い結果となった．これらの結果から，プロサッカー選
手は一般成人と比較して，口腔内状況が良好であることが
わかった．

考　　察	

本研究では，口腔内状況を評価する指標として，一人平
均 DMF 歯数およびDMF 者率を使用した．今回調査した
プロサッカー選手たちの口腔内状況は，歯科疾患実態調査

（令和 4 年，厚労省）において一般成人男性（20 ～ 34 歳）
から得られた結果と比べて良好であった．

プロサッカー選手は体調管理を資本と捉えており，体調
不良がパフォーマンスや年俸に直結するため，一般成人よ
りも極めて高い健康意識を持つことが知られている8）．こ
の高い健康意識が，口腔衛生管理にも良好に反映されてい
ると考えられる．さらに，チームによる定期的なメディカ
ルチェックやフィジカルチェックの一環として，口腔内診
査がルーティンで組み込まれている場合が多く9），これが
歯科疾患の早期発見・早期治療に繋がっているものと考え
られる．

また，プロサッカー選手は，パフォーマンス向上のため
に厳格な栄養戦略に基づき食事管理を徹底しており10），そ
の結果として口腔内状況の改善に寄与している可能性が示
唆される．例えば，激しいトレーニング後の栄養補給のた
めに糖質摂取は不可欠であるが，体重や体脂肪の厳格な管
理のため，間食や嗜好品としての甘い飲食物の摂取は，一
般成人よりも厳しく制限されていると考えられる．また，
摂取する栄養補助食品やサプリメントの種類が厳選され，
砂糖を多く含む製品を避ける傾向があることも，結果的に
う蝕リスクの低減に繋がっている可能性が示唆される．同
様に，野球，バスケットボール，ラグビーなど，他のプロ
スポーツ選手においても，身体管理意識の高さやチームの
管理体制が整っていることから，口腔内状況が良好である
ことが示唆される．

図1．被験者318名における身長，体重，年齢の分布

図2．�被験者318名における未処置歯（Decayed teeth: DT），
喪 失 歯（Missing teeth: MT）， 処 置 歯Filled teeth: FT），
DMF歯（DMFT）の分布
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厚生労働省の令和 4 年歯科疾患実態調査によれば，一般
成人におけるDMF 歯数は年齢とともに増加する傾向があ
る7）．プロサッカー選手においても同様にDMF 指数が年
齢とともに増加するかどうかは，本研究の結果からは明確
ではない．DMF 指数が年齢とともに増加する傾向がある
かどうかを検討することは，プロサッカー選手に対するう
蝕や歯周病のリスク管理を年齢に応じて最適化する上で極
めて重要であり，今後の研究課題として残る．

また，プロサッカー選手の歯の喪失の原因について，一
般成人と同じう蝕や歯周病によるものか，あるいはプレー
中のコンタクトによる歯の外傷によるものかという病因の
違いを議論することは重要である．しかし，本研究では喪
失歯の原因を個別に特定することは困難である．プロサッ
カー選手は一般成人と異なり，プレー中の外傷リスクを常
に抱えているため，喪失歯の原因を解釈するには慎重を期
す必要があり，病因の特定は今後の重要な研究課題であ
る．

本研究の結果から，プロサッカー選手が，口腔内状況を
自らのコンディショニングに位置付けていると考えられ，
口腔の健康管理の重要性が浸透してきたといえる．スポー
ツ選手が競技生活をより長く，高いレベルで続けるために
は，全身ならびに身体各部に疾病や障害がないことが必須
であり，口腔の健康管理も不可欠である．私たちは長年，
スポーツデンティストとして，選手の歯科的コンディショ
ニングの維持および改善につとめてきた．今後も，歯科的
コンディション向上の手助けをしていきたいと考えている．

結　　語	

本研究の結果から，プロサッカー選手のう歯に関する口
腔内状況は，一般成人と比較して良好であることが示唆さ
れた．
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はじめに	

傷害予防には次の3 段階がある．一次予防とは傷害その
ものの発生の予防である．二次予防とは傷害の早期発見と
早期治療による重症化の予防である．三次予防とは傷害の
再発防止やリハビリテーションによる傷害の予防である1）．

われわれは，2011 年より奈良県において野球肘検診を継
続して実施してきた．本稿ではわれわれが行っている野球
に関する一次予防と二次予防について述べる．

一次予防	

野球における肩肘傷害の一次予防には，投球数制限，イ
ニング数制限，投球フォーム指導，ストレッチング指導，
傷害予防教育などがある．

松浦ら2）は，徳島県で投手に対して7 イニング制限を
行った年と70 球制限を行った年のデータを比較し，7 イ
ニング制限群は平均 98.2 球であり，70 球制限群は平均
52.5 球と球数制限をした方が有意に球数が少なくなり，結
果として有意に肘痛と肘の屈曲角度制限が少なかったと報
告している．全日本学童軟式野球大会でも2021 年度から1
日 70 球制限，2022 年度からもともと7 イニング制のとこ
ろを6 イニング制，また試合時間が1 時間 30 分を超えた
場合は次の回に進めない試合時間制限が導入された．ホー
ムベースサイズも少年野球用から一般用サイズに変更とな
り，ストライクゾーンが広くなることで，投手の球数の減
少につながるルール改正が行われた．主催者側はルール上
で様々な一次予防対策を行っている．

奈良野球肘検診における一次予防	

われわれは，野球肘検診の際に上肢・体幹・下肢のス
トレッチング指導を行い，ストレッチング動画を収録し
たCDR を各チームに配布したり，ホームページ上にスト
レッチング動画をアップしたりしてストレッチングの啓発

に努めている．また，選手や保護者を対象に年 1 回講演会
を開催し，野球肘の予防，栄養について，トレーニングの
基礎知識など毎年内容を変えながら教育活動を行っている．
投球フォームは選手が最も興味を持つ項目の一つと考える
が，野球肘検診の際，投球ネットを設置して，選手に実際
にボールを投げてもらい，その様子を撮影し，静止画像を
提示することで，簡易的ではあるが，投球フォームのアド
バイスを行った．選手には好評であったが，検診参加選手
数の増加とともに時間的に実施困難となり，最近は実施し
ていない（表 1）．

二次予防	

二次予防では，最も身近な指導者や保護者が疼痛を訴え
る選手を早期に発見することが重要である．そのためには，
選手が安心して，指導者や保護者に症状を申告できるチー
ムの雰囲気作りが大切である．また，セルフチェックも推
奨しており，肘可動域を投球側と非投球側で比較したり，
肘の圧痛確認を推奨している．

ただし本人や指導者，保護者による発見が難しい疾患
として，上腕骨小頭離断性骨軟骨炎（以後，OCD）があ
る．OCD は初期には無症状のことが多く，松浦ら3）は検
診でみつかったOCD は94.9% が初期であるが，肘痛があ
り外来受診したOCD では初期は30.1% に過ぎず，進行期
が26.2%，終末期が43.7% であったと報告している．初期
であれば保存加療で90.7% 修復するとの報告 4）もあるが，
進行すれば変形性肘関節症となり，洗顔などの日常生活動
作に支障をきたす場合もあるとの報告 5）もあり，早期発見
早期治療が重要であり，野球肘検診の目的はOCD をみつ
けることにあるとされている．

奈良野球肘検診における二次予防	

われわれは2011 年 2 月 6 日に第 1 回検診を田北病院理
学療法室で実施し，以後年 1 回のペースで計 14 回実施し

奈良県における野球肘検診14年間の取り組み

江川　琢也 1），笠次　良爾 2），森本　光俊 3），和田　哲宏 4），小川　宗宏 5），田中　康仁 6）

1）宇陀市立病院　整形外科 
2）奈良教育大学　教育学部　保健体育講座 
3）ならやまと整形外科スポーツクリニック 
4）吉本整形外科・外科病院　リハビリテーション科 
5）奈良県立医科大学　スポーツ医学講座 
6）奈良県立医科大学　整形外科学教室
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てきた．検診参加選手数とスタッフ数の推移について，初
年度はスタッフ 13 名，参加選手 92 名であったが，第 3
回で参加選手が約 500 名となり，以後第 9 回までほぼ同
程度で推移した．その間スタッフ数は100 ～ 150 名程度で
あった．2019 年度の検診はコロナ禍で中止したが，2020
年度の第 10 回検診から小規模で再開し，第 11 回から奈良
県軟式野球連盟が主催となったことで，参加選手は飛躍的
に増加した．第 14 回では参加選手数 1,388 名となり，奈
良県全域（全 17 支部）の軟式野球連盟所属選手の検診を
達成した（図 1）．

当初は病院の単独事業であったが，マンパワー不足と経
費の増加から限界を感じ，2012 年 10 月 31 日に「NPO 法
人奈良野球少年を守る会」を設立した．法人化により広範
なスタッフ募集，企業からの寄付金の受け入れ，資金繰り
越しが可能となり，継続・安定的な検診の運営が実現し
た．野球肘検診の認知度増加に伴い他競技からの検診実施
要望が出てきたことから，2019 年 12 月には法人名称を

「奈良スポーツ育成選手を守る会」に変更し，サッカーや
バスケットボールに対して，下肢検診を開始した．対象疾
患はOsgood-Schlatter 病やJones 骨折などとし，教育啓発
活動を中心に行っている．

野球肘検診の会場は，第 1 回は病院の理学療法室であっ
たが，第 2 回から第 9 回は某市の少年野球大会に併催し，

グラウンドに隣接する施設を利用した．コロナ禍後の第
10 回以降は第 13 回まで換気を優先して屋根付き屋外施設

（図 2）にて実施した．しかし寒さの問題から，第 14 回は
再び屋内施設で実施した．検診実施時期は主に10 月また
は11 月である．

二次検診の対象は, 第 6 回まではOCD 疑いと上腕骨内側
上顆障害疑いであったが，二次検診受診率が伸び悩んだこ
とから，第 7 回以降はOCD 疑いのみを対象として，ほぼ
100％の二次検診受診率を維持している（図 3）．

表1．野球肘検診14年間の取り組みの推移

図1．検診参加選手数とスタッフ数の推移
図2．屋根付き屋外施設

図3．二次検診受診率
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新規 OCD 疑いの人数と発生率について，参加選手数
の増加に伴い人数は増加しているが，発生率は0.9% から
1.5% の間で推移している（コロナ禍直後の第 10 回を除
く）（図 4）．他府県の報告としては，徳島県では1 年間の
新規発生率は1.8% との報告 6）があり，全国 8 地区のデー
タを集計したSakata の報告では，1.9% であった7）．OCD
の手術件数は当初は重症例が多かったため年 3 名の年も
あったが，最近は年 1 名程度で推移している（図 5）．

検診付帯事業ならびに運営上の工夫	

奈良野球肘検診には，医師・理学療法士・アスレティッ
クトレーナー・柔道整復師・臨床検査技師の他，栄養士も
参加している．小学生の選手には母親が付き添いで来場し
ていることが多いため，母親をターゲットに栄養ブースを
設置し，栄養指導を第 5 回から行っている．これは一次予
防にも繋がると考える．また第 11 回からは軟式野球連盟
が主催となったことで，キャッチボールクラシックという
キャッチボールの正確さとスピードを競う競技の奈良県予
選を検診と同時開催し，検診に対する選手の心理的負担の
軽減にも努めている．

検診参加費は2022 年までは無料で実施していたが，
2023 年からは受益者負担として一人 500 円を徴取してい

る．持続可能な運営のためには，企業からの寄付金に頼る
のではなく，受益者負担という方法が一番よいのではない
かという考えからである．

考　　察	

各道府県での野球肘検診の取り組みをみると年 1 回開催
という点はほぼ共通であるが，京都府・新潟県・北海道・
青森県・岩手県では県内の各地区で検診を開催している8）．
奈良県では，15 歳未満の人口の実に95.2% が奈良県北西
部の奈良盆地に住んでいるという地理的特徴もあり，1 箇
所での開催で奈良県全域の検診を行うことができた．ただ
課題としては，二次検診医療機関の確保が挙げられる．特
に初期のOCD の選手などは学校帰りに医院を受診するこ
とが多い．開業医との連携強化が今後の課題と考えられる．

ま と め	

奈良県における野球肘検診 14 年間の取り組みの経過
を報告した．一次予防では，ストレッチング指導・投球
フォームチェック・講演会を通して傷害予防教育を行っ
た．二次予防では， OCD の早期発見・早期治療に取り組
み，発生率の抑制と重症化防止を図った．

図5．OCDの手術加療の人数

図4．新規OCD疑いの人数と発生率

— 9 —



参考文献
１） 上田敏ら: 標準リハビリテーション医学，29－30，2014，医

学書院，東京．
２） Matsuura T. et al.: Limiting the pitch count in youth baseball 

pitchers decreases elbow pain. Orthop J Sports Med. 9（3）: 
1－7, 2021.

３） 松浦哲也ら: 野球・サッカーを対象とした野外検診の成果と課
題―徳島県―．臨床スポーツ医学26（2）: 183－187，2009.

４） 日本臨床スポーツ医学会整形外科学術部会（編）: 野球障害予
防ガイドライン．文光堂．1998．東京．

５） 原田幹生ら: 投球障害の病態と治療方針　野球肘外側障害．臨
床スポーツ医学32: 147－152，2015.

６） Matsuura T. et al.: Cumulative incidence of osteochondritis 
dissecans of the capitellum in preadolescent baseball players. 
Arthroscopy 35（1）: 60－66, 2019.

７） Sakata J. et al.: Physical functions, to be or not to be a 
risk factor for osteochondritis dissecans of the humeral 
capitellum? JSES Int. 6（6）: 1072－1077, 2022.

８） 松浦哲也ら: 野球肘検診ガイドブック，158－167，2018，文
光堂，東京．

— 10 —



関西臨床スポーツ医・科学研究会誌　34：11−14，2025

背景と目的	

成長期は，身長や体重といった量的な身体成長と運動機
能や神経系の機能的な発達とが並行して進む，成人にはみ
られない発育的特徴を有する（徳村，2020）．また骨の成
長に対して筋や腱の発達が遅れるため，成長期には筋や腱
の損傷を受けやすい構造的に不安定な時期でもある．

小児の静的姿勢制御は，視覚，前庭，体性感覚の統合に
より構成されるが（Steindl et al., 2007），これらの感覚系
は発達途中にあるため，身長や体重の増加が重心動揺に与
える影響を明らかにすることは重要である．成長スパート
期においては，身体的な成熟度や性別により姿勢制御能力
に差が生じることが報告されており（Marta et al., 2017），
特に，男子と女子では成長期の体格増加速度や姿勢制御能
力に差異がある．しかし，静的立位における重心動揺指標

（重心動揺面積や平均移動速度）と，体格変化との関係性
を縦断的に検討した研究は限られている．

本研究では，小学生を対象に，3 年間の縦断データを基
に，体格（身長・体重）の変化と重心動揺の発達過程を検
討し，特に成長スパート期における男女差を明らかにする
ことを目的とする．具体的には，身長や体重の急激な変
化が重心動揺値（平均移動速度および95% 信頼楕円面積）
に与える影響を評価し，男女差の差異を検証する．

方　　法	

2021 ～ 2023 年に在学した1 ～ 6 年生の小学生 155 名
（男子 88 名，女子 67 名）を対象とした．対象者の保護者
には書面で同意を得た．除外基準は，健康状態や既往歴に
より立位保持が困難な場合とした．本研究は大阪産業大学
大学院倫理審査委員会にて承認されたものである（承認番
号：2025  – 人倫 09）．

測定項目は，身長，体重，および静止立位保持中の
95％信頼楕円面積，平均移動速度とした．重心動揺値の測
定には，テック技販社製の重心動揺計（MPF-5050B）を
使用した．測定は，開眼・裸足の状態で行い，足部をプ
レート上の目印に位置させた．視線は2m 前方の指標を注
視させ，30 秒間両足で立位保持させ，その間の重心動揺

を測定した．得られた重心動揺値は身長で補正し，臼井
（1995）による小児を対象に用いられる身長補正係数 130
を使用し次の式で算出した．

統計解析には統計解析ソフト EZR を使用した．まず，
各学年の重心動揺値（平均移動速度および95% 信頼楕円
面積）の学年間比較には，繰り返し測定分散分析とHolm
法を用いた．さらに，重心動揺値の変化を相対的に評価す
るために，年次変化率を以下の式で算出した．

変化率の有意性を評価するため，隣接学年の変化率が0
と有意に異なるかどうかを1 標本 t 検定で検討した．

また，重心動揺変化率と体格変化率（身長・体重）の
関連をPearson の積率相関分析にて検討した．有意水準は
5％とした．

結　　果	

1．体格の年次変化
各学年間の身長・体重の年次変化は表 1 に示す．身長

および体重は，学年の進行に伴って有意に増加した．男
子では，1 ～ 3 年生の学年間で身長・体重ともに大きな
増加が認められ，特に1 ～ 2 年生間において，身長 5.5％

（p<0.001），体重 13.7％（p<0.001）と，最も高い変化率
が示された．女子では，3 ～ 5 年生および4 ～ 6 年生の学
年間で身長の急激な増加が認められ，特に3 ～ 4 年生間に
おいて，身長 5.4％（p<0.001），体重 17.0％（p<0.001），
4 ～ 5 年生間では，身長 5.6％（p<0.001），体重 18.0％

（p<0.001）と，最も大きな変化率が確認された．

2．95%信頼楕円面積の年次変化
図 1，2 に95％信頼楕円面積の年次変化を示す．
男子では，学年進行による有意な変化は全体としては認

められなかったが，1 標本 t 検定では，1 ～ 2 年生間で有
意な増加（変化率 59.2%, p<0.05）が確認された．

小学生の成長に伴う静的立位重心動揺の変化
～ 3年間の縦断研究による学年間の比較～

小林　征平 1），橋本　雅至 2），濱口　幹太 3），大槻　伸吾 1），3）

1）大阪産業大学大学院　人間環境学研究科 
2）奈良学園大学　保健医療学部 
3）大阪産業大学　スポーツ健康学部

身長補正値＝ 実測値×130
身長

変化率= 測定値（当年）−測定値（前年） ×100測定値（前年）
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表1．男子体格変化率

表2．女子体格変化率

表3．男子体格と重心動揺変化率の相関係数

身長
（cm）

1〜3年
（SD）

（n= 20）

2〜4年
（SD）

（n= 21）

3〜5年
（SD）

（n= 22）

4〜6年
（SD）

（n= 25）

1年 115. 9（5. 0）

2年 122. 3（5. 0） 123. 6（5. 3）

3年 127（5. 6） 129. 6（5. 5） 128. 5（6. 0）

4年 134. 6（6. 3） 134. 3（6. 9） 132. 4（6. 6）

5年 139. 9（7. 0） 137. 8（7. 1）

6年 143. 3（6. 6）

体重
（kg）

1〜3年
（SD）

（n= 20）

2〜4年
（SD）

（n= 21）

3〜5年
（SD）

（n= 22）

4〜6年
（SD）

（n= 25）

1年 20. 8（2. 5）

2年 22. 9（3. 4） 24. 5（3. 4）

3年 26. 0（4. 6） 28. 2（4. 7） 27. 3（3. 9）

4年 31. 0（6. 5） 31. 8（4. 2） 31. 2（6. 9）

5年 35. 2（4. 9） 33. 5（7. 4）

6年 37. 8（8. 2）

身長
（cm）

1〜3年
（SD）

（n= 10）

2〜4年
（SD）

（n= 17）

3〜5年
（SD）

（n= 19）

4〜6年
（SD）

（n= 21）

1年 119. 6（4. 9）

2年 126. 1（5. 0） 120. 9（5. 3）

3年 130. 9（5. 6） 127. 1（5. 4） 130. 1（6. 0）

4年 133. 1（6. 3） 137. 3（6. 8） 134. 2（6. 1）

5年 143. 8（7. 0） 141. 9（7. 1）

6年 148. 0（6. 6）

体重
（kg）

1〜3年
（SD）

（n= 10）

2〜4年
（SD）

（n= 17）

3〜5年
（SD）

（n= 19）

4〜6年
（SD）

（n= 21）

1年 22. 8（2. 7）

2年 24. 6（2. 9） 22. 7（3. 0）

3年 27. 8（3. 2） 25. 7（3. 2） 28. 7（6. 4）

4年 29. 1（4. 6） 33. 9（8. 2） 30. 4（6. 3）

5年 38. 9（10. 6） 35. 9（7. 4）

6年 40. 9（7. 6）

学年 指標 説明変数 r 95%cl p値

1〜2年生 95％信頼楕円面積 身長 0. 32 −0. 19- 0. 69 0. 21

1〜2年生 95％信頼楕円面積 体重 −0. 27 −0. 66- 0. 24 0. 29

1〜2年生 移動速度 身長 −0. 09 −0. 55- 0. 40 0. 71

1〜2年生 移動速度 体重 −0. 3 −0. 69- 0. 20 0. 23

図1．男子95％信頼楕円面積　平均値

図3．男子平均移動速度　平均値

図4．女子平均移動速度　平均値

図2．女子95％信頼楕円面積　平均値
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女子では3 ～ 5 年生間に有意な増加がみられ，1 標本 t
検定では，特に3 ～ 4 年生間（46.1%, p<0.05），4 ～ 5 年
生間（88.1%, p=0.01）での変化率が顕著であった．

また，4 ～ 6 年生間でも有意差はなかったものの，5 年
生で増加傾向を示した．

3．移動速度（平均）の年次変化
表 3 に平均移動速度の年次変化を示す．
男子ではすべての学年間で有意な減少が認められ，特に

1 ～ 3 年生間でその傾向が顕著であった．
1 標本 t 検定においても1 ～ 2 年生間において変化率が 

－ 26.4%（p<0.001）と有意な減少を示した．
女子では全学年間で有意差が認められたが，4 ～ 6 年生

間のみ平均移動速度が増加傾向を示し，1 標本 t 検定では，
4 ～ 5 年生間の変化率は48.0%（p<0.01）と有意であった．

4．体格指標と重心動揺変化率の相関関係
各学年間の重心動揺指標の変化率と体格指標（身長・体

重の変化率）との関連を確認するため，Pearson の相関分
析を用いて分析を行った．そのうち，重心動揺の変化が有
意または顕著であった学年間に限定して相関係数を表 3，4
に示す．

男子の1 ～ 2 年生間では，95% 信頼楕円面積および平
均移動速度において，身長，体重ともに有意な相関関係は
認められなかった．女子の3 ～ 4 年生では，95％信頼楕
円面積では，身長，体重ともに有意な相関関係は認められ
なかったが，平均移動速度では身長，体重ともに有意な正
の相関が認められた（身長 r=0.6，p<0.001，体重 r=0.7，
p<0.001）．4 ～ 5 年生では，95％信頼楕円面積と身長で有
意な正の相関が認められた（r=0.7，p<0.001）．平均移動
速度においては有意な相関は認められなかった．

考　　察	

1．身体の発達について
本研究では，小学生における，3 年間の縦断データを用

いて，体格（身長・体重）の発達と静的立位時の重心動揺
（95％信頼楕円面積，平均移動速度）の年次変化およびそ
れらの関連性を検討した．その結果，重心動揺指標の年次
変化は学年間および性別によって異なる傾向を示した．特

に体格の急激な成長に伴って，重心動揺指数の変化が認め
られた．

本研究において，身長および体重は，いずれも学年の
進行に伴って有意に増加し，発育に応じた体格変化が確
認された．思春期の成長に関連して，PHV（Peak Height 
Velocity）の年齢と速度に性差があることを報告しており，
男 子 のPHV 到 達 年 齢 は13.2 ～ 13.7 歳， 女 子 は10.9 ～
11.7 歳と，女子が男子よりも約 2 ～ 2.5 年早く成長スパー
トに達する傾向が示されている．（Boeyer, 2020）

本研究の男子では，1 ～ 2 年生間に有意な体格増加がみ
られたが，一般的に男子の成長スパートは中学 1 ～ 2 年
生頃とされることから，本研究期間中はその前段階である

「基礎的な線形成長期」に相当すると考えられる．それに
もかかわらず有意な体格増加が認められたことは，早期の
発育個人差や神経・体幹機能の成熟とあわせて，体格が姿
勢制御に与える影響が，より早期から検出されうる可能性
を示唆している．女子では，3 ～ 5 年生および4 ～ 6 年生
間において，身長・体重ともに急激な増加が認められ，変
化率も同様であった．これは，既存の成長曲線において女
子は9 ～ 11 歳頃に成長スパートを迎えるとされており，
本研究の対象年齢と一致していた．このことから，対象と
なった女子群の中には，成長スパートに相当する時期にあ
る児童が多く含まれていたと考えられる．以上より，本研
究における体格の年次変化は，性別および発育段階の違い
を反映しており，特に女子では成長スパートに伴う急激な
体格変化が示された．

2．重心動揺の発達について
本研究では，重心動揺指標においても学年間および性別

による有意な年次的変化が認められた．男子では，重心動
揺指標において顕著な年次変化は少なく，特に95％信頼楕
円面積や体格指標との相関は明瞭でなかった．これは，前
庭系をはじめとする感覚統合機構の発達が女子に比べて遅
れる傾向にあること（Hirabayashi & Iwasaki, 1995）や，
体格の成長が女子と比較すると緩やかであることを反映し
ていると考えられる．構造的変化が穏やかであったため，
予測的姿勢制御の誤差が顕在化しにくく，一方で，神経系
の成熟もまだ進行段階にあるため，姿勢制御能力の著しい
向上も観察されなかった．

このように，男子における姿勢制御の発達は，大きな変

表4．女子の体格と重心動揺変化率の相関係数

学年間 指標 説明変数 r 95%cl p値

3〜4年生 95％信頼楕円面積 身長 0. 19 −0. 29- 0. 59 0. 43

3〜4年生 95％信頼楕円面積 体重 0. 11 −0. 36- 0. 54 0. 65

3〜4年生 移動速度 身長 0. 6 0. 2- 0. 83 < 0. 001

3〜4年生 移動速度 体重 0. 71 0. 40- 0. 88 < 0. 001

4〜5年生 95％信頼楕円面積 身長 0. 70 0. 38- 0. 87 < 0. 001

4〜5年生 95％信頼楕円面積 体重 0. 11 −0. 34- 0. 53 0. 63

4〜5年生 移動速度 身長 0. 13 −0. 33- 0. 54 0. 58

4〜5年生 移動速度 体重 −0. 19 −0. 58- 0. 26 0. 42
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動なく安定したプロセスを辿っている可能性がある．今後，
成長スパートを迎えることで神経系と構造変化のギャップ
が広がり，姿勢制御の再調整が求められる時期に移行する
ことが予測される．

女子では体格の変化が著しかった3 ～ 5 年生間と4 ～ 6
年生間では，一時的な不安定性を示す傾向が確認された．
具体的には，平均移動速度と95％信頼楕円面積の変化率
が増大し，その後の学年において安定する傾向がみられた．
また，平均移動速度は姿勢制御機構の成熟度を反映する有
効な指標であるとされており（Riach & Starkes, 1994），本
研究でみられた速度変化はその発達過程を示している可能
性がある．これらは，急激な体格の成長に対して，神経筋
制御や感覚統合機構（視覚・前庭・固有受容）の適応が遅
れることで，不安定性を呈した可能性を示唆する．

加えて，相関分析では，女子における成長スパート後
期（4 ～ 6 年生）において，95％信頼楕円面積と体格との
有意な正の相関が認められた．これは，急激な身体成長に
より，既存の予測的姿勢制御が適合しなくなり，姿勢制御
の一時的な不安定性が生じた可能性を示唆する．通常，こ
のような予測的姿勢制御の誤差は，フィードバック制御に
より補正されるが，小児においては前庭系の統合が12 歳
頃に完成する（Hirabayashi & Iwasaki, 1995）とされてお
り，この時期の児童はフィードバック機構による補正が未
熟なまま，急激な体格の変化に直面していると考えられる．
さらに，姿勢制御は発達初期に予測的姿勢制御が優位であ
り，徐々に閉ループ制御が加わる（Kirshenbaum, 2001）
ことを踏まえると，成長スパート期における一時的なバラ
ンス機能の不安定性は，身体構造の急激な変化と神経機構
の統合の誤差に対する再適応の過程である可能性が考えら
れる．

3．スポーツ傷害との関連
スポーツ傷害の発生件数は，小学校高学年で最も多くな

る傾向がある（スポーツ安全協会，2017）．本研究では，
特に女子の成長スパート期に相当する4 ～ 5 年生にかけて
一時的な姿勢制御機能の不安定性が観察された．こうした
ことから姿勢制御に変動が生じる時期と，一般的なスポー
ツ傷害の好発年齢が一致していることから，両者に何らか
の関連がある可能性が考えられる．またジャンプ着地時の
運動パターン異常は，予測的姿勢制御の誤差や運動プログ
ラムの不適切さに起因する可能性があることが報告されて
いる（Paterno et al., 2010）．これは，前庭系や固有感覚系
の統合が未熟な時期に急激に体格変化が生じた際に，予測
的姿勢制御の適応が一時的に不十分となる可能性を示唆し
ている．このように，成長スパート期における姿勢制御能
力の一時的な不安定性はスポーツ傷害リスクを高める可能
性があると考えられる．本研究の結果は，成長期における
姿勢制御機能の発達的変化を捉えたものであり，今後，ス
ポーツ傷害リスクとの関連を検討する上での基礎的知見と
なりうることが考えられる．

結　　論	

本研究では，小学生における3 年間の縦断データを用い
て，体格（身長，体重）の変化と静的立位時の重心動揺指
標（95％信頼楕円面積，平均移動速度）の発達的変化を検
討し，特に成長スパート期における男女差に着目した．そ
の結果，女子では3 ～ 5 年生，4 ～ 6 年生の期間に急激な
体格変化が観察され，それに伴って一時的に重心動揺が増
大する不安定性が示されたが，その後の学年では安定化す
る傾向がみられた．男子では明確なスパート期に該当する
変化はみられず，重心動揺指標の変化は比較的穏やかで
あった．これらの結果は，女子における急激な身体成長が
神経筋制御や感覚統合機構の再適応している過程である可
能性を示唆し，性別や発育段階の違いが姿勢制御機能の発
達に影響を与えることを示している．また，平均移動速度
や楕円面積といった重心動揺指標は，成長期の姿勢制御の
発達を捉える有効な評価手段であると考えられる．
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関西臨床スポーツ医・科学研究会誌　34：15−18，2025

はじめに	

緊急時対応計画（Emergency Action Plan：EAP）と
は，スポーツフィールドで重篤な外傷や疾病が発生した場
合を想定して救急対応に関わる人・物・情報を整理し文
書にしたものである（図 1）1）．EAP の目標は，「救命の連
鎖」の円滑な始動により傷病者の状態をできる限り悪化さ
せずに救急隊に引き継ぐことである1）．PubMed を用いて

“athletic” “sport” “emergency action plan”をキーワード
に検索を行うと，1993 ～ 2025 年までに公表された115 件
の学術情報がヒットする（2025 年 8 月 25 日現在）．その
内，2020 年以降に公表されたものが65 件と全体の約半数
であり，近年このテーマに関する研究が活発なことが分か
る．

本報告では，EAP に含まれるべきと考えられる項目を提
示し，学術情報のレビューを通じてEAP をより良く運用
するための課題を明らかにすることを目的とした．

EAPに記載されるべき情報	

EAP に記載されるべき情報は，役割分担，連絡手段，
近隣医療機関の情報，救急対応用の物品の確保，搬送手
段，運動施設の所在地，記録，その他に大別される1）．日
常の練習場を想定したEAP はシーズン開始前に作成し，
関係者と傷病が発生した場合の想定訓練を行うことが推奨
される．また競技会などのイベントについても事前にEAP
を作成する必要がある．

［1］役割分担 1）

スポーツフィールドで傷病者が発生した場合に，救急対
応について誰がどのような役割を担うのかを明らかにする
必要がある．EAP における役割分担には，①傷病者に救急
対応を行う人，② 119 番通報をする人，③救急対応に必要
な物品を取りに行く人，④到着した救急隊を誘導する人，
⑤傷病者に付き添う人（一方でスポーツフィールドに残る

Emergency Action Planに関する学術情報のレビュー

村田　祐樹
トヨタ記念トヨタアスリートサポートセンター

図1．EAPの例
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人），⑥傷病者への対応について記録を残す人などがある．
これら6 つはEAP を作成する際に欠かすことができない役
割であるが，各々のスポーツ現場に即して役割を追加する
など創意工夫することが望まれる．

［2］連絡手段 1）

連絡手段の確保は救命の連鎖をつなぐ為に重要である．
昨今は携帯電話の普及により緊急時の連絡手段に苦労する
ことは少なくなったが，遠征先などの環境でスポーツを行
う際には，携帯電話の電波状況の確認が必要である．また
携帯電話が使用できない状況も想定し，固定電話による連
絡手段を確保することが望ましい．さらに，緊急時の連絡
先として，119 番や医療機関の情報に加えて保健室や守衛
室など傷病者へ対応する際に関係すると考えられる部署の
連絡先も記載する．

［3］近隣医療機関の情報 1）

近隣にある医療施設の住所および電話番号を記載する．
救急科および各診療科に関する情報を記載する．また自治
体が提供する救急医療情報提供サービスの連絡先も記載し
ておくと便利である．

［4］救急対応用の物品の確保 1）

救急対応に使用する物品の保管場所をEAP に記載する．
救急対応で使用される物品の例を示した（表 1）．

［5］搬送手段 1）

医療機関へ傷病者を搬送する方法には，救急車，自家用
車，タクシーなどが考えられる．症状が緊急性を要する場
合には，救急車での搬送が推奨される．119 番通報をした
場合に救急車がおよそ何分で施設に到着するかについて事
前に把握することが大切である．例えば，救急車の到着に
時間を要する場所でスポーツ活動を行う場合には，救急対
応用物品をどの程度準備すべきか，悪天候時にどのように
救急隊の到着を待つかなど事前の検討が必要である．

［6］運動施設の所在地 1）

EAP では運動施設の所在地を住所と共に地図に示す．
また救急隊を誘導する際の目印を表示する．同じ運動施設
に複数の運動エリアがある場合には，エリア毎にEAP を
計画する必要がある．

［7］記録 1）

傷病者に行った対応を時系列で記録に残すことが大切で
ある．そのような記録は，傷病者への対応を適切に行った
証明となるのみならず，事後に改善点を検討する際にも有
用である．

［8］その他 2）〜 4）

EAP を作成する際に付随して検討したい事項は，選手
の基礎情報の取得（アレルギー，既往歴，治療薬等），練
習・試合前のEAP ブリーフィングの実施，少なくとも年
1 回のEAP の更新，少なくとも年 1 回のリハーサルの実
施，重大事故報告経路・手順の決定，ファーストレスポン
ダーの心のケアに関する準備等がある．

EAPの普及率	

中陳らは国内のラグビーフットボールの1350 チームを
対象にEAP の認知度と運用状況を調査している5）．EAP
の保有率は，年齢やカテゴリーにより異なっており，一般
クラブ / 女子の11.4% からリーグワンの100% までの幅が
あったとされる．またEAP を保持していると回答した場合
であってもリハーサルを行っていると答えた率は9.5％（一
般クラブ / 女子）から81.2％（リーグワン）とばらつきが
示された．さらに，EAP を準備できていない理由として，
作成方法が不明，人手不足，時間不足などの意見が多く挙
げられた．

また坂梨らは，日本スポーツ協会に加盟する247 の団体
や施設に調査を行い，EAP を認知し救護体制を構築してい
る団体は38.1%，AED の設置について事前の取り決めがあ
る団体は33.1% であったと報告している6）．

本邦におけるEAP の普及には，種目やカテゴリーに
よって格差があることが示唆された．

Hedberg et al. はアメリカとカナダの学校におけるEAP
の保有状況を調査した21 論文をレビューし，普及率は55-
100% であったと報告している7）．一方で，EAP を1 年に
1 回見直し，リハーサルを行っていると回答した学校は
18.2-96.1% とばらつきが示された．

カンザス州にある高校のアスレティックディレクター
341 名を対象とした調査によれば，学校のEAP 保有に関
連する要因としてアスレティックトレーナー（Athletic 
Trainer: AT）の有無が関係しており，AT が雇用されてい
る条件では，雇用されていない条件に比べて，EAP を保有
しているオッズが3.3 倍高いことが示された8）．AT の存在
は試合時のAED の準備状況やコーチへのスポーツ安全教

表1．救急対応で使用される物品の例

▶�バイタルサインを評価時に使う物品（血圧計，パルスオキ
シメーター，ペンライト，聴診器）

▶AED
▶CPRポケットマスク
▶頸椎カラー
▶スクープストレッチャー
▶冷却用タブ
▶アドレナリン自己注射（エピペン）※

▶副子，スプリント
▶止血用品
▶保温シート
▶ヘルメットなどの防具を外す際に使う工具

※�エピペンは医師から処方された者が所有している．直射日光等の高温を
避け常温で保管する．また使用期限があることにも注意する．
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育の提供状況にも関連しており，スポーツフィールドにス
ポーツ医科学の専門家が関わることの重要性を示す結果と
なっている．

Johnson et al. はスポーツ協会の方針の変化がEAP の
保有率に与える影響を調査している9）．オレゴン州高校ス
ポーツ協会は，2016 年 8 月にEAP の保有を義務付ける方
針を制定した．その前後でEAP を保有していると回答した
高校は55% から99% に増加していた．トップダウン型の
EAP 普及の好例である．

EAPの作成効果	

Drezner et al. は米国高校 2045 校が登録された心停止に
関するデータベースを参照し，EAP の有無と生存率との
関係を分析した．EAP を保有する学校での生存率が79%
であったのに対して保有しない学校の生存率は42% であ
り，EAP が最悪の帰結を回避するための因子であることを
示した10）．生存率に関連するその他の変数として，傷病者
の年齢，バイスタンダーのCPR の実施の有無，学校が保
有するAED の使用の有無等が挙げられている．

一方で，EAP の確認を怠ったことで悪い帰結に至った事
例についても紹介する．2018 年 5 月に米国メリーランド
大学アメリカンフットボール部で発生した事故がその典型
例である11）．この事故は，5 月 29 日午後 5 時頃に，1 年
生の選手がランニングトレーニング中に労作性熱射病を発
症し，約 2 週間の闘病の後に死亡したというものである．

事故調査委員会の原因分析によれば，事故当日の急なグ
ラウンド変更があったにも拘わらず，メディカルスタッフ
がEAP の事前確認を怠ったことが悪い帰結を招いた要因
であるとされた．具体的には，学内の複数箇所で補修工事
が実施されており，EAP で想定した搬送ルートが使えず，
救急隊の到着が遅延していた．練習前にその状況を確認で
きていれば，別ルートで迅速に傷病者を搬送できたはずで
あると結論付けている．もちろん，EAP の確認不足のみが
死亡に関連する因子ではないが，EAP ブリーフィング実
施の重要性を理解することができる事例である．

EAPの内容の充実度に関する調査とEAP作成時の
推奨事項の変遷	

各学校のEAP に関する規則が最適な内容であるかについ
ても調査されている．米国の中学校・高校で活動する1273
名のアスレティックトレーナーが回答した調査によれば，
全米アスレティックトレーナー協会（National Athletic 
Trainers’ Association: NATA）が示す12 項目の適正基準
を全て満たしていたのは9.9％であった12）．特に「EAP に
ついて1 年に1 回リハーサルを行う（53.3%）」「重大なス
ポーツ事故後の検証について文書化する（59.7%）」「各運
動施設にEAP を掲示する（42.9%）」は相対的に低い達成
率であった．EAP の普及が進んでいる米国であってもその

中身については改善点が多いことを窺わせる報告である．
NATA はEAP に つ い て2002 年 と2024 年 にPosition 

Statement として見解を表明している4）．最新のPosition 
Statement では，施設ごとだけでなく，スポーツごとの特
性を考慮したEAP の作成を推奨している．例えば，同じ
スタジアムでもサッカーとアメリカンフットボールでは
ルールが異なるため必要な準備が異なると考えられる．次
に，EAP の作成と実施を監督する「EAP コーディネー
ター」を任命することも新たに追加された事項である．
EAP を作成・運用する際には，様々な専門職が関わるこ
とになるが，それらの人々の調整役が必要とされている．
またEAP ブリーフィング（= メディカルブリーフィング）
を練習や試合前に実施することも推奨事項として追加され
ている．この手順を踏むことで救急対応に当たる関係者の
連携効率が向上する．さらにEAP の見直し，リハーサル，
インシデントレポートなどの文書化を強調し，準備状況と
責任を説明可能にすることを求めている．

ま と め	

EAP に記載されるべき情報は，役割分担，連絡手段，
近隣医療機関の情報，救急対応用の物品の確保，搬送手
段，運動施設の所在地，記録，その他に大別された．

EAP の保有状況と心停止からの生存率には関連性が示さ
れており，スポーツフィールドでの安全管理においてEAP
の準備は必須である．

しかし，本邦ではEAP が普及していない競技種目やカテ
ゴリーが多く存在している．EAP の普及を阻害する要因に
は，情報がないこと，人手不足，時間がない等の意見が挙
げられており，競技団体やアカデミアにはこれらの課題を
克服するための活動が求められる．

EAP の普及が進む米国においても，その内容である
EAP のリハーサル，インシデントレポートの文書化につ
いては実施率が低い状況にある．本邦においてEAP の普及
率が向上した後には，その記載内容や運用に付随するこれ
らの事項についても質の向上が求められることが示唆され
る．

参考文献
１） 広瀬統一ら: アスレティックトレーニング学 アスリート支援

に必要なクリニカル・エビデンス，40～75頁，2019，文光
堂，東京都．

２） Adams WM et al.: State-Level Implementation of Health and 
Safety Policies to Prevent Sudden Death and Catastrophic 
Injuries Within Secondary School Athletics, Orthop J 
SportsMed., 5（9），2325967117727262, 2017.

３） Drezner JA et a l . :  Inter -Associat ion Task Force 
Recommendations on Emergency Preparedness and 
Management of Sudden Cardiac Arrest in High School and 
College Athletic Programs: A Consensus Statement, J Athl 
Train., 42（1），143－158, 2007.
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７） Hedberg R et al.: Emergency Action Planning in School-Based 
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８） Hedberg R et al.: Emergency Action Planning in Kasas High 
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School Emergency Action Plans, Sports （Basel），10（10），
161, 2022.
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関西臨床スポーツ医・科学研究会誌　34：19−22，2025

子どもを取り巻く環境の変化	

スポーツ庁の体力・運動能力調査によれば，この20 年
間で子どもの体力は総合的には向上傾向にあると考えられ
ている．しかし，走る（50m 走），跳ぶ（立幅跳び），投
げる（ボール投げ）といったスポーツ活動の基礎となるテ
スト項目の成績は，1985 年頃から2000 年頃までの間に急
激に低下し，いまだ1985 年当時の水準には回復していな
い．さらに，2022 年度の同庁による調査では，小学生男
子の49.8％，女子の70.9％が週あたりの総運動時間 420 分
未満であり，特に女子では運動習慣を有しない割合が高
かった．中学生になると男子では21.9％まで低下するもの
の，運動時間は「60 分未満」と「660 分以上」にピーク
を示す二峰性の傾向が認められた．女子においても同様
に二峰性の傾向がみられたが，60 分未満の割合は男子の
10％弱に対し女子では20％弱と高く，女子における運動習
慣の獲得がより困難な状況が示唆された．

このように現代の子どもが抱える問題は，過度に運動を
行う集団と，ほとんど運動を行わない集団との二極化にあ
ると考えられる．前者は競技志向や勝利至上主義のもとで
スポーツを実践することが多く，スポーツ外傷・障害や発
育障害を引き起こすリスクが指摘されている．一方，後者
はスマートフォンやタブレットによる長時間のスクリーン
タイムが増加し，将来的なフレイルやサルコペニアの予備
軍となることが危惧されている．

認定スクールトレーナー制度の発足	

2014 年，文部科学省令の通知により児童生徒等の健康
診断に「四肢の状態」が必須項目として追加された．その
際，四肢の状態を検査するにあたっては，四肢の形態や発
育，ならびに運動器機能の状態に留意することが規定され，
学校保健安全法施行規則の一部改正が行われた．本改正は
2016 年より施行され，学校健康診断の中で運動器検診が
実施されるようになった．

運動器検診の一般的な流れは，まず姿勢や関節痛の有無
などについて保健調査票を用いて確認し，その後に学校医
による検診が行われる．全国の小学校で運動器検診は実施
されているが，その後の事後措置については十分に整備さ

れていない．したがって，問題が見つかった子どもへの対
応は喫緊の課題とされてきた．このような背景から，運動
器の健康・日本協会では2013 年に「スクールトレーナー」
を特許庁に商標登録し，2024 年からは認定スクールト
レーナー養成講習会が開始される運びとなった．スクール
トレーナーは運動器検診後の事後措置や保健指導，さらに
は運動器疾患の予防活動に従事することが期待されている．

運動器検診の問題点	

運動器検診の際に用いられる保健調査票を図 1 に示す．
各自治体で調査項目に若干の差異はあるものの，基本的な
構成は概ね共通している．我々はその評価項目の中でも

学校現場における認定スクールトレーナーの役割

渡邊　裕之
北里大学　医療衛生学部　リハビリテーション学科　理学療法学専攻

図1．運動器検診で使⽤される保健調査票
（運動器の健康・⽇本協会）

— 19 —



「しゃがみ込み動作」に注目した．
しゃがみ込みは農作業など低い位置での作業に必要な動

作であるが，生活様式の変化に伴い，近年では困難となる
子どもが増加している．しゃがみ込み困難の主因は足関節
背屈可動域の制限であるが，股関節屈曲可動域や脊椎アラ
イメントも影響を与えると考えられている1）．また，しゃ
がみ込み困難な子どもは上肢外傷の発生率が有意に高いと
する報告もあり，転倒リスクが懸念されている2）．

我々は先行研究を基に，しゃがみ込み時の上肢の位置を
変化させ難易度をLevel 1 ～ 3（図 2）の3 段階に分けて評
価した3）．野球肘検診に参加した小学生 11 名を対象に調
査したところ，Level 1 ～ 3 すべてでしゃがみ込みが困難
であった児童は82％（n=9），さらに最も容易なLevel1 で
も44％（n=4）が困難であった（図 3）．しゃがみ込み可否
の割合は報告により差異があるが，総じて困難例の割合が
高いことが問題視されている．

運動器検診後の対応	

しゃがみ込みに代表されるように，子どもは姿勢保持を
困難とする場合が多い．これは，多様な姿勢で活動する機
会の減少に加え，成長期に骨と筋の成長速度が一致しない
ことによる筋タイトネス亢進が原因の一つと考えられる．
我々の報告では，特に中学生でハムストリングスの柔軟性
低下が顕著であり，腰痛などの運動器疾患との関連を示唆
した4），5）．

成長期の柔軟性低下は過度な筋緊張亢進を背景とするた
め，通常の静的ストレッチでは効果が得にくい．さらに，
無理に柔軟性を得ようとすると，ハムストリングスの柔軟
性改善ではなく胸椎後弯を増強させる可能性がある．そこ
で追加処置として「ジャックナイフストレッチ」の併用が
有効である．ジャックナイフストレッチは大腿四頭筋を収
縮させると同時にハムストリングスに伸張刺激を与えるも

図2．しゃがみ込み動作の難易度設定

Levelが上がるほど難易度が⾼くなる
●Level 1: 上肢を前⽅に90°屈曲位を維持する
●Level 2: 上肢を前⽅で組む
●Level 3: 上肢を後⽅で組む

図3．しゃがみ込み動作の可・不可に関する内訳

Levelに問わずしゃがみ込み不可の⼦どもは82％
しゃがみ込み不可の⼦どもの内訳でLevel 1が44％、
Level 2が11％、Level 3が44％
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ので，相反神経抑制を活用した神経生理学的ストレッチで
ある．筋緊張の高い子どもに対しても有効な方法とされる．
さらに，ジャックナイフストレッチを用いても困難な場合
には，股関節を90 度屈曲位で上肢により保持し，膝を自
動伸展させる「Active Knee Stretching」が有効な方法と
なる（図 4）．

将来的な展望	

認定スクールトレーナー制度は発足から2 年が経過し，
全国で約 300 名が活動している．しかし，具体的な実績は
未だ十分ではなく，今後の活動が制度の有効性を高めると
考えられる．さらに学校現場で教職員と協働するためには，
学校内の事情を十分に理解し，連携体制を築くことが不可
欠である．一方的な指導や教育では教職員の理解を得るこ
とは難しい．したがって，新たなフィールドで活動を展開

するにあたり，まずは活動の基盤を築くことが最優先課題
であると考えられる．

参考文献
１） 森原徹ら: 京都府における運動器検診―発育過程における腕上

げ，体前屈，しゃがみ込みを含めた運動機能不全―，運動器
リハビリテーション，25（3）: 225－230，2014.

２） 真田玲子ら: しゃがみ込み動作の可否と上下肢外傷発生リス
クの関連性，運動器リハビリテーション，31（3）: 269－274，
2020.

３） 吉田昌弘ら: しゃがみ込みテストと足関節背屈角度の関連性，
北翔大学生涯スポーツ学部研究紀要，5 : 37－42，2014.

４） 戸島美智生ら: 発育期サッカー選手の脊椎アライメント，下
肢タイトネスと腰痛との関連性，日本臨床スポーツ医学会誌，
18（2）: 320－328，2010.

５） 倉坪亮太ら: 成長期サッカー選手の発育時期における下肢筋群
の柔軟性および関節弛緩性の特徴，理学療法学，47（6），568－ 
576，2020.

図4．Active Knee Stretching
両上肢で⼤腿部を抱え、膝の⾃動伸展運動を⾏う
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関西臨床スポーツ医・科学研究会誌　34：23−26，2025

Ⅰ．緒言	

近年スポーツ科学分野の発展は目覚ましく，文部科学省
（2019）によれば1981 年に発表されたスポーツ科学分野
の論文数は1,012 本であったのに対し，2017 年には9,915
本と約 10 倍に増加している1）．また，文部科学省（2013）
の部活動指導ガイドラインでは「生徒が主体的かつ自立し
て取り組む力の育成」が掲げられており2），このような時
代背景の中で「インテリジェントアスリート」の育成が注
目されている．「インテリジェントアスリート」とはコー
チから自立し，常に自ら考えて最適な行動を選択・実行
し，成長のために行動を改善し続ける力を備えたアスリー
トを指す．これには「自己調整力」「適応力」「耐久力・回
復力」の3 つの力が関与すると考えられており，その基盤
として「知識（わかる）」「スキル（できる）」「意思・態
度」の3 つの資質が求められる3）．しかし，学生アスリー
トが知識を学ぶ機会は限定的であり，インテリジェントア
スリートを育成するための具体的な取り組みやその効果に
ついては十分に検証されていない．

刀根ら（2022）は，指導者と選手の間において熱中症予
防に関する知識・態度・スキルにギャップが存在すること
を報告している4）．また，高橋ら（2013）の研究では，ス
ポーツ科に所属する高校生を対象にドーピングに関する知
識を調査した結果，学習経験が乏しく知識の習得率も低い
ことが示されている．一方で，知識得点が高い選手は講習
の受講経験を有し，学習意欲も高い傾向にあった5）．

これらの結果から，高校生アスリートはスポーツ科学に
関する正しい知識を十分に有しておらず，そもそも学習機
会が限られている可能性があると考えられる．したがって，
指導者が新たな知識をアップデートしていくことは重要で
あるが，選手自身が必要な知識を学ぶ適切な学習機会を設
けることで，知識の習得を促進することも重要である．

さらに，萩原ら（2024）は，地域のタレント発掘・育
成事業参加者に対して講義型のスポーツ科学教育プログラ
ムを実施した結果，介入前後で対象者の行動変容ステージ
が前進し，介入 6 か月後においても行動を継続する割合が
高かったことを報告している6）．これらの知見から，アス
リートのためのスポーツ科学に関する講義型のプログラム

は，知識の習得のみならず，その後の実践や態度の変容を
促し，傷害予防およびパフォーマンス向上にも寄与する可
能性がある．

しかし，講義型プログラムの実践およびその効果を検証
した研究は限られており，とりわけ学校現場における実践
例はほとんど報告されていない．そこで，本研究では高等
学校スポーツ科における「スポーツ科学」に関する授業
が，高校生における知識の獲得にどのような影響を及ぼす
のかを明らかにすることを目的とした．

Ⅱ．方法	

2.1．研究対象者
本研究は，A 高等学校に在籍し，運動部または外部団体

に所属して競技活動を行っている高校 1・2 年生を対象に
実施した．なお，3 年生はカリキュラム終了時には部活動
を引退し，競技活動を継続していない生徒が大半であるた
め，本研究の対象から除外した．対象者のうち，同校「ス
ポーツマネジメント科」に所属し学校設定科目「スポーツ
科学」を受講している生徒を「授業あり群（n=79）」，それ
以外の学科に在籍しつつ同校トレーニングルームでトレー
ニングを実施している生徒を「授業なし群（n=153）」とし
た．アンケートの回収率は59% であり，最終的に「授業
あり群」76 名，「授業なし群」62 名の回答を分析対象とし
た．

2.2．「スポーツ科学」授業の概要
A 高等学校では，スポーツマネジメント科において学校

設定科目「スポーツ科学」を3 年間のカリキュラムに設定
し，常勤 1 名・非常勤 2 名のストレングスコーチ（NSCA-
CSCS ※ 1））が担当教員と共同で授業を実施している．授業
内容は以下の通りである．
第 1 学年：「スポーツ科学Ⅰ」

解剖学などの基礎知識（講義）およびレジスタンスト
レーニングの実践（実技）
第 2 学年：「スポーツ科学Ⅱ」

スポーツ生理学（講義），栄養学（講義），パワートレー
ニング（実技），アジリティトレーニング（実技）

高校生アスリートにおける「スポーツ科学」に関する
授業が知識の獲得に及ぼす影響

山口　裕士 1），笠次　良爾 2）

1）奈良教育大学教職大学院 
2）奈良教育大学
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第 3 学年：「スポーツ科学Ⅲ」
スポーツ科学に関する課題研究および研究発表

授業は週 2 コマ（1 コマ 50 分× 2 限連続），前半を講義
形式，後半をトレーニングルームでの実技形式とし，スト
レングスコーチ 3 名と教員 3 名によるティームティーチン
グ方式で行われた．年間 40 ～ 50 時限で実施され，学習
成果の評価は筆記試験，レポート，実技評価を通じて行っ
た．

2.3．質問紙の作成
高校生アスリートに必要な知識を測定するため，10 問

からなる質問紙を作成した．設問は複数の教科書や検定試
験問題集を基に作成し，「解剖学」3 問，「栄養学」1 問，

「バイオメカニクスおよびトレーニング科学」3 問，「ス
ポーツ医学」3 問で構成した（図 1）．質問内容について
は，NSCA-CSCS 資格を有するストレングスコーチ 3 名お
よび日本スポーツ協会公認スポーツドクター 1 名が内容を
検討した．

2.4．質問紙調査の実施
「スポーツ科学」全カリキュラム終了後の2025 年 2 月 3

日から13 日に実施した．アンケートは対象者に直接配布
し，回答後に回収した．回答者には質問紙上において研
究の目的および内容を説明し，学業成績や競技選考等に影
響を及ぼさないことを明記したうえで，回答の提出をもっ
て調査協力への同意を得た．また，未成年の対象者につい
ては，保護者に研究の趣旨を説明した同意書を配布し，署
名・提出をもって保護者の同意を得た．

2.5．分析方法
「授業あり群」と「授業なし群」の比較を行うため，各

設問の正答率についてχ ² 検定を実施した．統計分析には
エクセル統計ソフト「Statcel 5」を使用した．有意水準は
5%（p<0.05）とした．

Ⅲ．結果	

3.1．全体の正答率
全体（n=138）では，「解剖学」の①関節の可動域，「バ

イオメカニクス & トレーニング科学」の⑤パワー・⑥ト
レーニングの原理・⑦プログラムデザイン，「スポーツ
医学」の⑩応急処置の計 5 問で正答率が50% を下回った

（表 1）．

3.2．1年生における「授業あり群」と「授業なし群」の比較
1 年生においては，「解剖学」の①関節の可動域・②運

動面，「バイオメカニクス & トレーニング科学」の⑤パ
ワー，「スポーツ医学」の⑧アスレティックリハビリテー
ションの計 4 問において，「授業あり群」の正答率が有意
に高かった（p<0.05） （表 2）．

3.3．2 年生における「授業あり群」と「授業なし群」の比較
2 年生においては，「解剖学」の①関節の可動域および

②運動面，「バイオメカニクス & トレーニング科学」の⑤
パワー・⑥トレーニングの原理・⑦プログラムデザイン，

「スポーツ医学」の⑨医療機関の受診・⑩応急処置の計 7
問において，「授業あり群」の正答率が有意に高かった

（p<0.05）．一方，「栄養学」④三大栄養素は「授業なし群」
の正答率が有意に高かった（p<0.05）（表 3）．

表1．全体の正答率

図1．質問紙
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Ⅳ．考察	

本研究の結果，全体の正答率では計 5 問において50%を
下回り，高校生アスリートが基本的なスポーツ科学に関す
る知識を十分に有していない現状が明らかとなった．刀根
ら（2022）は熱中症に関する知識について高校野球選手と
その指導者を比較し，指導者が有意に高い知識を有してい
たことを報告している．また，高橋ら（2013）はドーピン
グに関する知識について高校生競技者が指導者と比較して
知識が乏しいことを報告しており，本研究の結果はこれら
の先行研究と一致する．したがって，指導者の知識や指導
の質の向上が重要であると同時に，競技者自身による知識
の向上も求められ，こうした知識の向上は「インテリジェ
ントアスリート」の育成のためにも重要である．

一方，年間を通して「スポーツ科学」の授業を受講して
いるスポーツマネジメント科の生徒は，1・2 年生ともに，
同様にストレングスコーチの指導を受けながらトレーニン
グを行っている「授業なし群」の生徒と比較して，正答率
が有意に高かった．このことから，専門家による指導に加
えて講義と実技を組み合わせた学校現場での授業の実施が
知識習得に有効であることが示唆される．

中村（2020）は公立高校の体育コースにおいて大学研
究者や指導者がオムニバス形式で担当する「スポーツ概

論」の授業を実施し，その前後での理解度の変化を調査し
た．その結果，すべての学習領域で理解度の有意な向上が
認められ，特に自身の競技パフォーマンスに直結する学習
内容への関心が高いことを報告している7）．また，高橋ら

（2013）はドーピングに関する知識が高い高校生競技者は
知識の必要性を認識しており，過去に学習経験を有する者
が多いことを報告している．本研究においても授業を受講
した生徒の方が知識を習得しており，これらの先行研究の
結果と一致している．さらに，本研究で扱った授業内容は

「バイオメカニクス＆トレーニング科学」など，生徒がパ
フォーマンスに直結させやすい内容が多かったため，学習
意欲を高め，知識習得につながった可能性が考えられる．

加えて，中村（2020）の報告と同様に，本研究でも年間
のカリキュラムを編成し，専門家が学校で授業を行った点
が一致しており，体系的なカリキュラムの重要性が示唆さ
れる．一方，本研究では3 名のストレングスコーチが学校
に常駐し，教員と連携して授業から部活動のサポートまで
一貫して関与している点は先行研究にはみられない特徴で
あり，この体制も知識習得を促進した要因である可能性が
ある．

また，萩原ら（2024）は講義型のスポーツ教育プログ
ラムが行動変容に与える効果を調査し，介入前後で対象者
の行動変容ステージが前進し，さらに介入終了 6 か月後に

表2．1年生における2群の比較

表3．2年生における2群の比較

領域 各問 授業あり(％ )
（n= 39）

授業なし(％ )
（n= 33) p値

解剖学

①関節の可動域 62. 0 21. 0 ＜0. 001

②運動面 100. 0 27. 0 ＜0. 001

③最大筋力 82. 0 82. 0 0. 980

栄養学 ④三大栄養素 95. 0 91. 0 0. 510

バイオメカニクス
＆

トレーニング科学

⑤パワー 46. 0 18. 0 ＜0. 05

⑥トレーニングの原理 33. 0 24. 0 0. 398

⑦プログラムデザイン 8. 0 18. 0 0. 180

スポーツ医学

⑧アスレティックリハビリテーション 85. 0 55. 0 ＜0. 05

⑨医療機関の受診 59. 0 45. 0 0. 252

⑩応急処置 41. 0 45. 0 0. 705

領域 各問 授業あり(％）
（n= 37）

授業なし(％）
（n= 29) p値

解剖学

①関節の可動域 45. 9 20. 7 ＜0. 05

②運動面 86. 5 27. 6 ＜0. 001

③最大筋力 73. 0 79. 3 0. 551

栄養学 ④三大栄養素 83. 8 100. 0 ＜0. 05

バイオメカニクス
＆

トレーニング科学

⑤パワー 67. 6 34. 5 ＜0. 05

⑥トレーニングの原理 73. 0 34. 5 ＜0. 05

⑦プログラムデザイン 51. 4 17. 2 ＜0. 05

スポーツ医学

⑧アスレティックリハビリテーション 67. 6 48. 3 0. 114

⑨医療機関の受診 64. 9 37. 9 ＜0. 05

⑩応急処置 73. 0 31. 0 ＜0. 001
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おいても行動を継続した者の割合が高かったことを報告し
ている．本研究では知識の獲得に関する調査のみを行った
が，本カリキュラムによって獲得されたスポーツ科学に関
する知識が，高校生アスリートの行動変容を促して，競技
力向上に寄与する可能性も考えられる．さらに，高校卒業
後や競技生活の引退後においても，得られた知識がライフ
パフォーマンスの向上にも活用される可能性がある．

2 年生の比較では，栄養学に関する設問④三大栄養素に
おいて，「授業なし群」の正答率が有意に高かった．文部
科学省（2018）『高等学校学習指導要領解説 家庭編』の

「家庭総合」には，「（1）食生活の科学と文化 （イ）ライフ
ステージの特徴や課題に着目し，栄養の特徴，食品の栄養
的特質，健康や環境に配慮した食生活について理解すると
ともに，自己と家族の食生活の計画・管理に必要な技能を
身に付けること」と記されている8）．このことより，家庭
科等の授業においても栄養に関する学習が実施されている
ことが，「授業なし群」の正答率が高かった要因の一つであ
ると考えられる．このことから，スポーツ科学に関する知
識の習得には，領域によっては学習指導要領上で設定され
ている教科の学習も影響を与える可能性があると考えられ
る．

本研究の限界として，調査項目が限定されている点およ
び横断研究である点の2 点が挙げられる．本研究は，A 高
等学校スポーツマネジメント科における「スポーツ科学」
に関する授業が，知識の獲得に及ぼす影響を明らかにする
ことを目的とした．そのため，知識以外のスキルやスポー
ツに取り組む姿勢・態度については検討できていない．ま
た，知識調査は高校生が簡潔に回答できるよう10 問で構
成したが，高校生アスリートに求められるスポーツ科学の
知識を十分に網羅しているとは言い難く，領域構成や難易
度に偏りが含まれている可能性がある．

さらに，授業の有無による群間比較を行ったものの，授
業以外の外部要因を十分に統制することはできていない．
加えて，スポーツ科に所属する生徒は，もともとスポーツ
科学に対する意識や知識水準が高い可能性があり，授業受
講前の段階で両群間に差が存在していた可能性も否定でき
ない．以上のことから，本研究は介入前後を比較する縦断
的デザインを採用しておらず，授業の効果による変化や因
果関係を厳密に検証することには限界があった．

今後は，高校生アスリートにとって必要とされる知識の
内容を整理・検討したうえで，学校現場での「スポーツ科
学」に関する授業の実施が知識獲得に及ぼす影響を縦断的
に調査し，因果関係を明らかにすることが求められる．ま
た，インテリジェントアスリートの育成に資するカリキュ
ラム開発に向け，スポーツ科学を取り入れた授業やプログ

ラムが知識のみならずスキルや態度にも及ぼす影響につい
ても明らかにしていく必要がある．

Ⅴ．結語	

本研究の目的は，高等学校スポーツ科における「スポー
ツ科学」に関する授業が高校生の知識獲得にどのような影
響を及ぼすのかを明らかにすることであった．その結果，
スポーツ科に所属し「スポーツ科学」の授業を受講してい
る生徒は，授業を受講していない生徒と比較して，「解剖
学」「バイオメカニクス & トレーニング科学」「スポーツ
医学」の領域において有意に高い知識を獲得していること
が明らかになった．このことから，高等学校において教員
とストレングスコーチが連携し年間カリキュラムとして実
施する授業は，高校生の「スポーツ科学」に関する知識の
獲得に寄与する可能性が示された．
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関西臨床スポーツ医・科学研究会誌　34：27−30，2025

はじめに	

学校におけるスポーツ活動は，子どもの身体的・精神的
成長を促す重要な教育機会である．一方で，部活動や体育
に伴う外傷・障害は，学業や生活，人間関係に影響を及ぼ
すことがあり，適切な支援体制の整備が求められる．

特に高校生は，競技力向上と進路選択が重なる時期にあ
り，ケガへの対応には医学的処置だけでなく，教育的・心
理的・社会的な支援が必要となる．支援は，生徒・医療
者・指導者・保護者といった多様な立場が関わる複雑な構
造の中で展開される．

こうした状況を踏まえ，子ども自身が主体的に関わり，
支援者と協働できる環境づくりの重要性が再認識される．
ケガをきっかけに，自らの身体や生活を見つめ直しながら
回復・成長していくプロセスは，教育的にも大きな意味を
持ち，三次予防の観点からも重要な取り組みである．

本報告では，School Health Scale®（以下，SHS）につい
て，開発の経緯，構成，運用方法，生徒に見られた変化に
ついて紹介し，SHS の教育的・予防的意義と実践可能性を
検討する．

School Health Scale
®
（以下，SHS）開発の経緯	

	

筆者は養護教諭および保健体育科教員として22 年間，
学校現場において生徒のスポーツ外傷・障害に多面的に関
わってきた．その経験を通じて，学校スポーツ活動におけ
る傷害対応の実態は，筆者自身が学生であった頃と比較し
ても大きな変化が見られず，依然として多くの課題を抱え
ていることを実感している．筆者がこれまでに関わってき
た生徒・医療者・指導者・保護者の声を，筆者の経験を元
に感情・心理的反応，情報・理解のギャップ，行動・対応
の困難に分けて整理した（表 1）．

そこから得られた所見は，再受傷や通院中断，精神的な
不調による競技離脱などが散見されるほか，疼痛を抱えな
がら練習を継続する生徒も多く，背景には「休むことへの
抵抗感」や「治療計画の理解不足」がある．生徒への聞き
取りからは，医療者の治療方針を十分に理解できず，それ
を顧問や仲間に伝える手段がないことが，無理な復帰や再
受傷につながっていると推測された．

このような支援のすれ違いを解消するためには，ケガの
状態や復帰段階を共通の「指標」で可視化し，生徒自身が

学校保健における School Health Scale®（SHS）の開発と実践報告
−ケガ対応から三次予防まで，子どもが自分のケガに

主体的に関われる支援体制構築に向けて−

金澤　　良
学校法人明昭学園　岩倉高等学校

表1．ケガに関わる生徒・医療者・指導者・保護者の声（カテゴリ別一覧）

立場 感情・心理的反応 情報・理解のギャップ 行動・対応の困難

生徒

・気まずい
・親が厳しい
・またケガしちゃった
・元気が出ない
・怒られる
・試合に間に合わない

・何していいかわからない
・医師の話が理解できない
・痛くないから治ったはず
・リハビリの仕方がわからない

・顧問に報告できない
・雑用ばかり
・2週間何もやらず
・YouTubeで裏技を探す

医療者
・最初の処置が悪いと言われる
・無茶させすぎだと言われる
・約束を守ってくれない

・何に困っているのかわからない
・リハビリだけでは足りない
・競技中の動きが見られない

・通ってくれない
・顧問に伝えたいが伝わらない
・復帰が早すぎる

指導者
・仲間との関係が悪くなった子
・元気がなくなり退部した子

・医師の話が理解できていない子
・どこまでやっていいかわからない
・ケガ対処の仕方がわからない

・言いに来ない
・無理をする子
・医者に「何もするな」と言われた子

保護者

・痛いのに大丈夫？
・元気がないなー
・無理しないで欲しい
・再発しないかな？

・病院の説明が難しい
・病院の対応が冷たい
・本当にDrストップなの？
・何も教えてくれない

・最後の大会だから出したい
・部活辞めたいと言い始めた
・監督に理解されない
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自分の状態を理解・共有できる仕組みが必要であると考え，
SHS の開発に着手した．

SHSの構成	

SHS は，ケガをした子どもが医療機関を受診した時に，
医師から自分のケガの名前や状態を聞き取り，自分の状態
を理解・整理し，指導者や保護者などの支援者と共有する
ためのインタビュー式自己管理ツールである（図 1）．生
徒，医療者，指導者，保護者へのインタビューから得られ
た内容を踏まえ，主な構成要素を以下の通りまとめた．

•  シートの緑色と水色に塗られたA の部分：医療機関で子
どもが受診時に伝えるべき情報

  （個人情報，受傷日，受傷状況，応急処置，復帰希望，
自覚症状レベル）

•  シートの黄色に塗られたB の部分：医療機関で子どもが
聞いてくるべき情報

 （診断レベル，禁止事項，推奨される行動）
• 各レベルの定義
 1： 絶対安静．痛みや炎症があり全く動かすことができな

い状態
 2：歩行補助具や装具などをつけて日常生活をする状態

A

B

図1．SHS

図2．SHSを通じて関係者間で情報共有するイメージ図
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 3： 日常生活に支障はないが，運動の負荷がかけられない
状態

 4： 低い負荷の動作や競技の基本練習などに少しずつ復帰
する状態

 5： 高い負荷の動作や対人練習・応用練習などに少しず
つ復帰する状態

 6：ケガをする前のレベルに心身ともに回復した状態

SHSの運用方法	

ケガをした子どもは医療機関受診後，SHS を用いて状
態を整理し，指導者・保護者・学校保健スタッフに報告す
る．本報告は対面，校内掲示の活用，報告ツールとして
グループ LINE 等を活用し，関係者間で情報共有を図った

（図 2）．

SHS導入により生徒にみられた変化	

筆者は2018 年から現在まで，筆者が勤務する東京都内
の男女共学の高校（生徒数約 1,200 名）においてSHS を活
用している．以下は，運動部に所属する生徒 60 名を対象
とした展開例により生徒にみられた変化であり，部活動中
の外傷・障害に対するSHS の活用事例である．支援には，
指導者・保護者・医療関係者が関与した．

SHS の導入により，以下のような変化が認められた．
1． 診察時の情報整理と心理的負担の軽減
  事前に情報が整理されていることで，診察時間内に要

点が明確になり，医療者の説明負担が軽減された．加
えて，子どもの緊張が緩和され，診察環境の質的向上
につながった．

2． 支援者間の情報共有と合意形成の促進
  医療者の見解と現場支援者の状況把握が容易になり，

復帰に向けた合意形成が円滑に進んだ．子ども自身が

回復段階を自覚することで，自己表現力の向上も認め
られた．

3． 復帰判断の適正化と再発防止への寄与
  医療者の意図が子どもに伝わりやすくなったことで，無

理な復帰が減少した．指導者間で回復までの時間軸を
共有できるようになり，復帰判断の適正化と再発防止
につながった．

4． 主体的な行動とモチベーションの維持
  子どもが自身の傷害の「現在地」を把握できるように

なり，啓発資料等を活用しながら次のステップへの準
備を自発的に行うようになった（図 3）．

5． 保護者・支援者との共通理解の形成
  SHS を介した情報共有により，保護者や支援者との間

に共通理解が生まれ，過剰な心配や過度な後押しによ
る無理が減少した．これにより，安心感を伴った計画
的支援が可能になった．

考　　察	

School Health Scale®（SHS）の導入は，ケガ対応を単な
る医療的処置から教育的支援へと昇華させる契機となった．
特に，感情・情報・行動の3 つの観点から支援構造を整理
することで，従来の支援における課題が可視化され，改善
への道筋が明確になった．

まず，感情面では，ケガに伴う不安や葛藤を抱える生徒
に対し，SHS が「伝える手段」として機能することで，安
心感と納得感が生まれた．支援者もまた，生徒の気持ちに
寄り添う姿勢へと変化し，支援の質が向上した．

次に，情報面では，医療者・指導者・保護者がそれぞれ
異なる情報を持ち，認識のズレが生じていたが，SHS を通
じて共通言語が形成され，情報の非対称性が解消された．
生徒自身も，自分の状態を数値化・言語化することで，状
況を客観的に把握できるようになった．

図3．実際のSHSの記入例と，SHSを通じたコミュニケーションの様子
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行動面では，SHS が「行動の地図」として機能し，生徒
が自らの回復段階を理解し，次のステップに向けた準備を
主体的に行うようになった．これにより，無理な復帰や再
発のリスクが減少し，計画的な支援が可能になった．

総じて，SHS の最大の意義は，「みんなが同じ基準で話
し合える環境」をつくったことにある．この共通基盤が，
生徒の主体性を育み，支援者のマインドセットを「守る対
象」から「共に考えるパートナー」へと転換させた．三次
予防の実現には，こうした関係者間の共通理解の形成が不
可欠であり，SHS はその起点となる実践的ツールである．

今後は，SHS の継続的な運用体制の構築，他部活動や一
般生徒への展開，他校への応用，評価指標の整備が課題に
なる．支援の質を高めるためには，「一番困っている子ども
の気持ちを，みんなで考える」姿勢を支援者全体で共有し
続けることが求められる．

SHSの目指すもの	

SHS は，学校スポーツにおける外傷・障害対応におい
て，支援者間の認識のズレや情報共有の困難さを解消し，
生徒自身が支援の中心に立つことを可能にするツールであ
る．SHS の導入により，生徒は自らの健康状態を言語化・
数値化し，医療者・指導者・保護者と共有することで，自
己管理能力と当事者意識を育むことができる．また，4 者
が共通の「指標」で生徒の状態を捉えることで，それぞれ
の「わからない」「伝わらない」を構造的に解消し，支援
の方向性や判断基準の不一致を減少させることが期待され
る．さらに，SHS は支援者が成長段階にある子どもを理解
し，関わり方を調整するための実践的なツールとしても機
能する．これにより，支援者それぞれが個別に対応するの
ではなく，共通の視点と目的を持って生徒を見守る協働的

な支援体制が構築される．
SHS は，教育的効果に加え，三次予防の観点からも，個

別性と協働性を両立した支援の基盤として機能し，最終的
には，生徒が自己管理能力を身につけ，学校現場から社会
へと自立的に移行していける力を育むことを目指している．

このSHS は，誰でも利用できるように無料でダウンロー
ド可能にしている．今後，子どもが自分のケガに主体的に
関われる支援体制の構築に利用されることを望む．
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関西臨床スポーツ医・科学研究会誌　34：31−36，2025

背景と目的	

陸上競技活動において約 75％の選手が傷害，外傷を有
し，医療機関や治療院などに受診した経験があると報告さ
れている1）．受傷部位においては下腿，足関節，大腿など
の下肢に多く集中している．そのことから，競技パフォー
マンス向上のみならず，傷害予防も重要である．

足部は唯一地面に接している部位であり，身体全体の動
きを制御する上で重要な役割を担っており，起立，歩行，
走行など様々な動作に関わる重要な部位である2）．その機
能の評価の一つに足趾把持筋力があり，短母指屈筋，長母
指屈筋，虫様筋，短指屈筋，長指屈筋の作用によって生じ
る複合的運動であり，手の握力に相当するものであると定
義されている3）．足趾把持トレーニングの介入後，足趾把
持筋力が増強され，身体機能の向上や足関節捻挫が減少し
たとの報告があり4），足趾把持機能の向上がスポーツ選手
の競技パフォーマンス向上や傷害予防に寄与する可能性が
考えられる．しかし，陸上競技選手においては足趾把持機
能と傷害の関連については十分に解明されていない．

そこで本研究は，大学陸上競技選手を対象に足趾機能と
下肢傷害について検討する事を目的とした．

対象と方法	

1．対象
対象は大学陸上競技部に所属する男子部員 17 名で，そ

の内訳は短距離選手 11 名，中長距離選手 2 名，跳躍選手
2 名，投擲選手 2 名であった．本研究は大阪産業大学倫理
審査委員会の承認（2025- 人倫 -15）を受けた後，ヘルシ
ンキ宣言の趣旨に則り，対象者には本研究の目的，方法お
よび倫理的配慮に関する説明を十分に行い，書面にて本研
究への参加の承認を得た．

2．調査項目および方法
1）傷害調査アンケート

自記式質問紙にて傷害アンケート調査を実施した．調査

項目は「氏名，性別，年齢，身長，体重，傷害調査（これ
までの競技活動で受傷したことがあるもの）」とした．傷
害調査については，国際サッカー連盟も推奨するFuller ら
による傷害の定義を基に，「傷害の種類」，「傷害の部位」，

「傷害の疾患」の項目について回答項目を設けた．傷害の
定義は，陸上競技の練習中または試合中の競技活動を通
して1 日でも中止・中断せざるを得なかった傷害に対し，
競技復帰までに要した日数を選択（1 ～ 3 日，4 ～ 7 日， 
8 ～ 28 日，29 日以上）した．「傷害の種類」は，一度の
外力によって生じたものを「外傷」，繰り返しの身体スト
レスによって徐々に生じたものを「障害」とした．大部分
傷害部位として上肢，体幹，下肢の3 つ，小区分は傷害箇
所とし，上肢は肩関節，肘関節，前腕・上腕部，手関節，
手部・手指の5 箇所，体幹は胸・腹部，腰背部の2 箇所，
そして下肢は股関節，膝関節，大腿・下腿部，足関節，足
部・足指 5 箇所に区分し項目を設けた．「傷害の疾患」は
骨折・疲労骨折，脱臼，靭帯損傷，筋・腱損傷／障害，打
撲，裂傷・切り傷，神経損傷／障害，脳震盪，その他の9
項目を設けた5）．

本研究では傷害の分類を部位別にA 群 : 足部・足関節お
よび足趾群，B 群 : 大腿・下腿部群，C 群 : 既往歴無群の3
群に分類をした．複数部位に傷害が重複する場合は，足趾
機能により直接的な影響を及ぼす可能性が高いと考えられ
る足部・足関節および足趾に関する傷害を優先し，A 群 : 
足部・足関節および足趾群に分類した．

3．測定項目および方法
1）足趾把持筋力

足趾把持筋力の測定は，足趾筋力測定器 T.K.K.3361 
（竹井機器工業社製）を用いた．測定時には，把持バーを
対象の第 1 中足趾節関節に合うよう調節した（図 1-a）．そ
の後，測定肢位を端座位，体幹垂直位，股関節および膝関
節を屈曲 90 度位に保ち，両上肢は両腕を胸の前で組ませ
た状態で測定を実施した6）（図 1-b）．なお，数回の練習後，
左右 2 回ずつ測定し，左右最大値と各側の最大値の平均値
を測定値とした．

大学陸上競技選手の足趾把持機能と下肢傷害について

古屋　颯太 1），SHAO WENTING1），濱口　幹太 2），小林　征平 1），黒瀬　聖司 1），2），大槻　伸吾 1），2），
露口　亮太 1），2）

1）大阪産業大学大学院　人間環境学研究科 
2）大阪産業大学　スポーツ健康学部
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2）アーチ高率
アーチ高率の測定は，対象者に自然な静止立位の姿勢を

取らせた．舟状骨高は粗面を触診で確認を行い，舟状骨粗
面の突出部にマーク後，定規を用いて床から舟状骨粗面ま
での高さを測定し，その値を舟状骨高とした7）（図 2-a）．
足長の測定は同様に自然な静止立位において足長計測器を
用いて測定を実施し，踵部から母趾の先端までの長さを測
定し，その値を足長とした（図 2-b）．
「アーチ高率（%）＝舟状骨高（mm）/ 足長（mm）×

100」にて算出した．

3）足趾巧緻性
足趾巧緻性の評価は足趾じゃんけん動作（グー，チョ

キ，パー）の3 試技で評価を実施した6）．グーは全足趾屈
曲可能（図 3-a），チョキは母趾と他の4 趾の対向運動（図
3-b），パーは全足趾外転可能で足趾同士が接触していない
ことの確認を行った（図 3-c）．3 試技中，対象者が行えた
試技を1 点とし3 点満点で評価した．測定の順番について
は，全対象者左足から行った．

4）足趾柔軟性
足趾柔軟性の評価は用紙上に足底を置き，踵後面を後壁

にしっかりと接触させた．足長の計測は踵部から最も長い

足趾の先端までの長さを測定し（図 4-a），その値を足長と
したその後，踵部を用紙上から離れないことを条件として，
足趾及び前足部を最大限に屈曲させ，踵後端から足部先端
の距離を測定し，足長からその距離を引いた値を足部柔軟
性とした8）（図 4-b）．

4．統計処理
各データはShapiro-Wilk 検定を用いて正規性の有無を確

認した後，記述統計として平均値±標準偏差または中央値

図3．足趾巧緻性評価の方法

図1．足趾把持筋力の測定方法 図2．アーチ高率の測定方法

図4．足趾柔軟性評価方法
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と四分位範囲で示した．3 群間における各変数の比較は，
一元配置分散分析またはKruskal-Wallis 検定を用いた．群
間に有意差を認めた場合には，多重比較 Tukey 法を用い
て，多重比較検定を行った．足趾把持筋力とアーチ高率，
足趾巧緻性，足趾柔軟性の足趾機能との関係を明らかにす
るために，Pearson の相関係数もしくはSpearman の順位
相関係数を用いた．統計処理ソフトはIBM SPSS Statistics 
for Windows（Ver.29.0；IBM 社製）を用い，統計学的有
意水準は5% 未満とした．

結　　果	

大学男子陸上競技選手 17 名（短距離選手 11 名，中長
距離選手 2 名，跳躍選手 2 名，投擲選手 2 名）の身体特
性および傷害を有した選手が競技復帰までに要した日数に
ついては表 1 に示した．

傷害調査の結果，これまでの陸上競技活動において傷害
を有した選手は13 名（76.5%）であり，部位別では足部・
足関節および足趾群は5 名（38.5%），大腿・下腿部群は8
名（61.5%）であった．傷害調査の詳細については表 2 に
示した．

各測定項目をA 群 : 足部・足関節および足趾群，B 群 : 
大腿・下腿群，C 群 : 既往歴無群の3 群で比較した結果を
表 3 に示した．左足の足趾把持筋力は，A 群 : 足部・足関
節および足趾群 21.9 ± 5.9kg，B 群 : 大腿・下腿群 21.3 ± 
6.8kg，C 群 : 既往歴無群 32.6 ± 1.9kg であり，3 群間に
有意差を認めた（p=0.016）．A 群 : 足部・足関節および足
趾群はC 群 : 既往歴無群より有意に低値を示し（21.9 ± 
5.9kg vs．32.6 ± 1.9kg，p=0.039），B 群 : 大 腿・ 下 腿
群もC 群 : 既往歴無群より有意に低値を示した（21.3 ±
6.8kg vs．32.6 ± 1.9kg，p=0.017）．足趾把持筋力の平均
値は，A 群 : 足部・足関節および足趾群 22.6 ± 4.3kg，B

表1．対象者の身体特性

表3．足部・足関節および足趾群，大腿・下腿群，既往歴無群における各測定項目の比較

表2．傷害調査の詳細

全体（n= 17） A群: 足部・足関節
および足趾群（n= 5）

B群: 大腿・下腿群
（n= 8）

C群: 既往歴無群
（n= 4）

年齢（歳） 19. 2±0. 7 19. 6±0. 9 19. 1±0. 4 18. 8±1. 0

身長（cm） 171. 6±6. 1 174. 0±6. 2 170. 5±7. 2 171. 0±3. 4

体重（kg） 64. 3±7. 4 62. 0±6. 6 63. 0±6. 3 70. 0±9. 1

BMI（kg/m 2） 18. 7±3. 8 17. 8±2. 2 18. 4±0. 7 20. 4±2. 5

競技復帰時期
（28日以上），n（%） 12（70. 6） 4（80. 0） 8（100. 0） —

平均±標準偏差

A群: 足部・足関節
および足指群（n= 5）

B群: 大腿・下腿群
（n= 8）

C群: 既往歴無群
（n= 4） p value

足趾把持筋力（kg）

左 21. 9±5. 9* 21. 3±6. 8† 32. 6±1. 9 0. 016†

右 23. 2±3. 6 22. 6±7. 5 30. 3±7. 5 0. 177†

平均 22. 6±4. 3 22. 0±6. 9† 31. 5±4. 4 0. 042†

アーチ高率（%）
左 18. 4±3. 1 19. 7±2. 4 20. 0±2. 3 0. 617†

右 18. 6±3. 9 20. 7±2. 5 20. 4±3. 2 0. 478†

足趾巧緻性（点）
左 3. 0（1. 5- 3. 0） 3. 0（2. 0- 3. 0） 2. 5（1. 3- 3. 0） 0. 795‡

右 3. 0（2. 0- 3. 0） 3. 0（2. 0- 3. 0） 2. 5（1. 3- 3. 0） 0. 760‡

足趾柔軟性（cm）
左 2. 8±0. 9 3. 0±0. 8 4. 5±1. 4 0. 109†

右 2. 4±0. 7* 3. 4±1. 0 4. 7±1. 6 0. 045†

平均値±標準偏差，または中央値（四分位範囲）
†: 一元配置分散分析およびTukey法，‡: クラスカルウォリスの検定
*p< 0. 05，A群: 足部・足関節および足趾群 vs．C群: 既往歴無群
†p< 0. 05，B群: 大腿・下腿群 vs．C群: 既往歴無群

A群: 足部・足関節および足趾群（n= 5） B群: 大腿・下腿群（n= 8）※重複あり

右足首疲労骨折　1件 左足ハムストリングス肉離れ　3件

右足首靱帯損傷　1件 右足ハムストリングス肉離れ　7件

右アキレス腱炎　1件 左足シンスプリント 　1件

左足親指脱臼　1件 右足シンスプリント　1件

右足足底筋膜炎　1件 上前腸骨棘剥離骨折　1件

恥骨疲労骨折　1件
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群 : 大腿・下腿群 22.0 ± 6.9kg，C 群 : 既往歴無群 31.5 ±
4.4kg であり，3 群間に有意差を認めた（p=0.042）．B 群 : 
大腿・下腿群はC 群 : 既往歴無群よりも有意な低値を示し
た （22.0 ± 6.9kg vs．31.5 ± 4.4kg，p=0.043）．右足の足
趾把持筋力には有意差を認めなかった．

右足の足趾柔軟性は，A 群 : 足部・足関節および足趾
群 2.4 ± 0.7cm，B 群 : 大腿・下腿群 3.4 ± 1.0cm，C 群 : 
既往歴無群 4.7 ± 1.6cm であり，3 群間に有意差を認めた

（p=0.045）．A 群 : 足部・足関節および足趾群はC 群 : 既
往歴無群よりも有意な低値を示した（2.4 ± 0.7cm vs．4.7
± 1.6cm，p=0.038）．左足の足趾柔軟性には有意差を認め
なかった．

アーチ高率，足趾巧緻性においては左右ともに有意差を
認められなかった．

全例を対象として足趾把持筋力とアーチ高率，足趾巧
緻性，足趾柔軟性との相関関係を分析した結果，左右の
足趾把持筋力と足趾柔軟性（左 : r=0.72，p <0.01，右 : 
r=0.81，p=0.01）との間に正の相関関係を認めた（図 5）．
他の項目においては，有意な相関関係を認められなかった．

考　　察	

本研究では，大学陸上競技選手を対象に足趾把持筋力や
足趾機能と下肢傷害との関連について検討した．その結果，
A 群 : 足部・足関節および足趾群は左足の足趾把持筋力が
有意に低値を示し，B 群 : 大腿・下腿群は左足と平均の足
趾把持筋力が有意に低下していた．また，A 群 : 足部・足
関節および足趾群は右足の柔軟性が有意に低下していた．
以上の結果から，下肢傷害の既往がある選手では，足趾把
持筋力や足趾柔軟性が低下している可能性が示唆された．

しかし，本研究においては健側，患側の検討を行っていな
いため，傷害側の影響については明らかでない．さらに，
全例を対象とした検討では，左右ともに足趾把持筋力と足
趾柔軟性との間に有意な正の相関が認められた．

先行研究では，高校ラグビー選手を対象とした調査にお
いて，外傷の既往を有する選手では足趾把持筋力の左右差
が有意に大きいことが報告されている．一方で，既往歴の
有無と足趾把持筋力の強さとの間には有意な差は認められ
ておらず，既往側の足趾把持筋力が低値であったことを示
す報告ではないとされている9）．

足趾把持筋力の発揮時には下腿筋群が同時収縮してお
り，特に拮抗筋である前脛骨筋が重要な役割を果たすとさ
れている10）．したがって，傷害により下腿筋群の収縮タイ
ミングが乱れることで足趾把持筋力の低下や左右差が生じ
る可能性が考えられる．一方で，大腿部の傷害が下腿筋群
に与える影響については足趾把持筋力の主働筋である下腿
筋群や足部内在筋を直接損傷するものではないため，限定
的であると考えられる．また，慢性足関節不安定症（CAI）
群を対象とした報告では，CAI 群は落とし戸刺激に対する
下腿筋群の反応が遅れることが報告されている11）．これら
の知見から，傷害の影響により下腿筋群の機能の変化が起
こる事で，筋発揮が困難となり，足趾把持筋力の低下に影
響を及ぼす可能性も考えられる．しかし，本研究では筋電
図による評価を行っていないため，下腿筋群の収縮タイミ
ングの変化や左右差について直接的に評価することは出来
ない．また，陸上競技では軸足や踏切足，利き足といった
競技特有の左右性が存在するが，これらについても評価を
行っていないため，左右差を要因に解釈することには困難
である．

本研究では，アーチ高率および足趾巧緻性においては3

図5．足趾把持筋力と足趾柔軟性の相関関係
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群間で有意差は認められなかった．アーチ高率については，
先行研究において，足部・足関節傷害を有したランナーと
健常ランナーとの間で，足部アーチ指標に有意な差が認め
られなかったことが報告されている12）．アーチ高率は静的
指標であるため，スポーツ傷害が発生する動的条件におけ
る足趾機能を十分に反映できなかった可能性がある．足趾
巧緻性については，足趾機能は姿勢制御や動的バランスに
関与することが報告されているが13），足趾巧緻性が傷害と
直接結びつく明確な証拠は十分ではない．足趾の器用さが
傷害に与える影響は限定的であり，差が認められなかった
のではないかと考える．

さらに，足趾把持筋力に影響を与える因子として，足
趾柔軟性，足部アーチ高率，体重の3 項目が報告されてい 
る14）．足部アーチの安定性は足趾把持筋力と密接に関連し
ており，足 部アーチが低下すると，足趾把持筋力が十分
に発揮できないことが報告されており，足部アーチを高め
ることで足趾把持筋力が効率的に作用し14），傷害の減少に
つながる可能性がある．加えて，小学生陸上競技選手を対
象とした研究では，足趾把持筋力と100m 走の記録との間
に負の相関関係が報告されている15）．大腿・下腿の傷害既
往がある場合，下肢筋群の収縮不全の影響が特に顕著とな
り，足趾把持筋力の低下につながる可能性が示唆された．
また，足趾把持筋力と足趾柔軟性に正の相関が認められた
ことから，傷害後の足趾屈曲動作や柔軟性へのアプローチ
が足趾把持機能の改善に寄与する可能性が考えられた．以
上のことから，陸上競技選手において足趾把持筋力や足趾
機能は競技力のみならず，コンディショニングや傷害予
防，さらには競技復帰の指標としても有用である可能性が
示唆された．

本研究の限界は，健側と患側を区別して傷害と足趾機能
を検討していないため，傷害肢とその足趾機能の関係は不
明である．また，対象者数が17 名と少数である，かつ群
間の人数に偏りがある．統計的な精度を高めるためには，
今後，より多くの対象者を含めた調査が必要である．さら
に横断研究であるため因果関係を明確にすることはできな
い．今後は対象者数を増やすとともに，詳細な傷害歴の把
握，健患側を区別した評価を行う必要がある．また，足趾
機能への介入を含めた縦断的研究により，傷害予防や競技
復帰における有効性を検証することが求められる．

大学陸上競技選手において，下肢傷害の既往を有するも
のに足趾把持筋力および柔軟性が低下しており，これらが
関連している可能性が示された．また足趾機能の評価は，

今後の傷害予防および競技力向上の一助となる可能性が考
えられた．

結　　語	

足趾機能の中でも足趾把持筋力と足趾柔軟性が下肢傷害
と関係する可能性が考えられた．
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関西臨床スポーツ医・科学研究会誌　34：37−42，2025

背　　景	

足部は，地面からの衝撃吸収，身体のバランスを維持，
歩行・走行時の推進力発揮など，運動機能において重要な
役割を担っている1）．また，足部の筋力である足趾把持筋
力は，短母趾屈筋や長母趾屈筋などの作用による複合運動
によるものであり，高い足趾把持筋力を有する者ほど走力，
跳躍力，敏捷性などが優れることが報告されている2）．一
方，足部形態は，正常のアーチと比して，ハイアーチでは
足関節や骨への傷害，ローアーチでは膝や軟部組織への傷
害が発生しやすいことが示されている3）．さらに，バラン
ス能力に関するレビューでは，動的および静的バランス能
力の低下は足関節傷害リスクを高めることが指摘されてい
る4）．以上のことから，足部の機能評価は，競技パフォー
マンスの向上や傷害予防の観点から有用な指標とされる．

先行研究では，大学男子競技者における足部内在屈筋や
足関節周囲筋に種目特性による差異があること5），大学女
子競技者では，足部形態が競技特性に応じて変化する可能
性があること6）．また，バランス能力は，裸足競技者より
も非裸足競技者の方が優れていること7）が報告されている．
これらの知見から，スポーツの種目によって，足趾把持筋
力，足部形態，バランス能力に特徴が存在する可能性が考
えられる．しかし，大学男子競技選手において，これらの
種目別の特徴は十分に明らかではない．

そこで本研究は，大学男子競技選手を対象に，足趾把持
筋力，足部形態およびバランス能力の種目別の特徴を調査
することを目的とした．

方　　法	

1．対象
対象は，大学男子競技選手 115 名（年齢：19.3 ± 1.0 

yrs.，身長：173.0 ± 6.9 cm，体重：67.3 ± 10.6 kg，競
技歴：116.6 ± 41.0 mos.）とした．種目の内訳は，体操競
技 12 名（1 年生 6 名，2 年生 3 名，3 年生 2 名，4 年生 1
名：競技歴 100.8 ± 44.5 mos.），空手 9 名（1 年生 6 名，
2 年生 3 名：競技歴 144.8 ± 46.4 mos.），剣道 15 名（1
年生 5 名，2 年生 9 名，3 年生 1 名：競技歴 148.6 ± 26.8 
mos.），バスケットボール 35 名（1 年生 12 名，2 年生 11
名，3 年 生 12 名： 競 技 歴 127.5 ± 36.3 mos.）， バ レ ー
ボール 19 名（1 年生 8 名，2 年生 8 名，3 年生 3 名：競
技歴 111.8 ± 35.6 mos.），陸上競技（短距離）6 名（1 年生
4 名，3 年生 2 名：競技歴 95.5 ± 16.9 mos.），陸上競技

（中長距離）19 名（1 年生 8 名，2 年生 4 名，3 年生 5 名，
4 年生 2 名：競技歴 83.0 ± 25.1 mos.）であった（表 1）．
すべての対象は測定時に下肢に整形外科的疾患や疼痛がな
く，足趾や足関節に関節可動域制限のない者であった．

本研究は，大阪産業大学倫理審査委員会の承認（2021－
人倫－11）を受けた後，ヘルシンキ宣言の趣旨に則り，対
象および保護者には，本研究の目的，方法および倫理的配
慮等に関する説明を十分に行い，書面にて本研究参加への
承認を得た．

大学男子競技選手における足趾把持筋力，足部形態および
バランス能力の種目別特徴

濱口　幹太 1），露口　亮太 1），2），小林　実優 1），橋本　雅至 3），仲田　秀臣 1），2），大槻　伸吾 1），2）

1）大阪産業大学　スポーツ健康学部 
2）大阪産業大学大学院　人間環境学研究科 
3）奈良学園大学　保健医療学部

表1．対象の特性
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2．測定項目および測定方法
1）足趾把持筋力

足趾把持筋力の測定には，足趾筋力測定器Ⅱ（竹井機器
工業社 T.K.K. 3364）を用いた．測定に際しては，測定器
の把持バーを対象の第 1 中足趾節関節に合うように調節し
た．測定肢位を端座位，体幹垂直位，股関節および膝関節
屈曲 90°位にし，両上肢は体側に下垂し椅子を把持させた
状態で実施した2）（図 1）．なお，左右 2 回ずつ測定し，左
右最大値の平均値を採用した．

2）足部形態
足部形態の測定には，足アーチ高測定器（竹井機器工

業社 T.K.K.5831）を用いて実施した．測定は，対象の体
重の10% 荷重（座位：股・膝関節 90°，足関節背屈 0°）
と50% 荷重（立位：股・膝関節伸展 0°，足関節背屈 0°）
の2 つの荷重条件で計測を行い，測定は両足とした（図
2）．各荷重条件で，足長（踵後縁から足趾末端），足頂足
長（踵後縁から第一中足趾節関節），足背高（足長の50%
地点）を計測した3）．それぞれの荷重条件でArch Height 
Index（以下 AHI）を以下の計算式で算出した．なお，AHI

は数値が大きいほどアーチ高が高いことを表している．

AHI ＝ 足背高 / 足頂足長

3）閉眼片足立ち
閉眼片足立ちの測定は，対象が立位姿勢から閉眼状態に

なり右足を測定脚とし，左足を挙上した時点で測定を開始
した7）（図 3）．測定中は両手を腰に当て，①両手が腰から
離れる，②挙上した脚が軸脚に触れる，③挙上した脚が地
面につく，④軸足が動く，のいずれか1 つでも該当すれば
測定を終了とした．最大計測時間は120 秒とし，左右 2 回
ずつ実施し，良い記録を採用した.

3．統計処理
各データは，シャピロ – ウィルク検定を用いて正規性の

有無を確認した後，記述統計として平均値および標準偏差
で示した．競技間における各変数の比較は，一元配置分散
分析もしくはクラスカルウォリス検定を実施し，その後，
テューキー法あるいはボンフェローニ法を用いて検定し
た．また，一元配置分散分析における効果量としてη2 を

図1．足趾筋力測定器Ⅱ（竹井機器工業社T.K.K. 3364）

図2．足部形態測定の荷重条件
a）座位（10%荷重），b）立位（50%荷重）

図3．閉眼片足立ちの測定姿勢
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算出し，効果量の目安は0.01 を小さい効果，0.06 を中程
度の効果，0.14 を大きい効果とした8）．さらに，有意差が
認められた項目については効果量 r を算出し，その目安は
0.1 を小さい効果，0.3 を中程度の効果，0.5 を大きい効果
とした8）．なお，統計処理ソフトは，IBM SPSS Statistics 
for Windows Ver. 29.0 を用い，統計学的有意水準は5% 未
満とした．

結　　果	

足趾把持筋力は，体操競技 26.8 ± 6.7 kg，空手 23.8 ±
4.1 kg，剣道 26.1 ± 4.5 kg，バスケットボール 27.3 ±
6.0 kg，バレーボール 29.0 ± 5.0 kg，陸上競技（短距離）
22.5 ± 3.7 kg，陸上競技（中長距離）21.2 ± 5.5 kg で
あった（図 4）．種目間で有意な差が認められ（F = 4.46，

p < 0.01，η2 = 0.20），陸上競技（中長距離）はバスケッ
トボール（r = 0.40，p < 0.01），バレーボール（r = 0.66， 
p < 0.01）と比して，有意に低値であった．

10%AHI（ 左 足 ） は， 体 操 競 技 0.339 ± 0.029， 空 手
0.343 ± 0.030，剣道 0.342 ± 0.013，バスケットボール
0.323 ± 0.027，バレーボール 0.336 ± 0.021，陸上競技

（短距離）0.351 ± 0.030，陸上競技（中長距離）0.332 ±
0.018 であった（図 5）．種目間に有意な差が認められたが

（F = 2.39，p < 0.01，η2 = 0.12），多重比較検定の結果で
は，各群間に差は認められなかった．

10%AHI（ 右 足 ） は， 体 操 競 技 0.345 ± 0.026， 空 手
0.347 ± 0.027，剣道 0.354 ± 0.022，バスケットボール
0.325 ± 0.023，バレーボール 0.331 ± 0.020，陸上競技

（短距離）0.354 ± 0.032，陸上競技（中長距離）0.331 ± 
0.024 であった（図 5）．種目間に有意な差が認められ 

図4．足趾把持筋力の種目間比較
一元配置分散分析およびテューキー法　 **：p < 0. 01

図5．10%AHI（左右）の種目間比較
クラスカルウォリスの検定およびボンフェローニ法　 **：p < 0. 01
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（F = 4.18，p < 0.01，η2 = 0.18），バスケットボールは剣
道と比して，有意に低値であった（r = 0.42，p < 0.01）．

50%AHI（ 左 足 ） は， 体 操 競 技 0.312 ± 0.032， 空 手
0.315 ± 0.029，剣道 0.316 ± 0.017，バスケットボール
0.304 ± 0.026，バレーボール 0.315 ± 0.021，陸上競技

（短距離）0.326 ± 0.029，陸上競技（中長距離）0.310 ±
0.022 であった（図 6）．種目間には有意な差が認められな
かった（F = 1.06，p = 0.32，η2 = 0.06；図 6）．

50%AHI（ 右 足 ） は， 体 操 競 技 0.323 ± 0.029， 空 手
0.321 ± 0.028，剣道 0.326 ± 0.019，バスケットボール
0.307 ± 0.025，バレーボール 0.309 ± 0.019，陸上競技

（短距離）0.327 ± 0.029，陸上競技（中長距離）0.312 ±
0.024 であった（図 6）．種目間には有意な差が認められな
かった（F = 2.00，p = 0.14，η2 = 0.10）．

閉眼片足立ち（左足）は，体操競技 84.4 ± 39.1 秒，空
手 98.0 ± 40.3 秒，剣道 63.0 ± 41.4 秒，バスケットボー
ル 91.9 ± 44.0 秒，バレーボール 91.5 ± 42.9 秒，陸上競
技（短距離）67.2 ± 44.1 秒，陸上競技（中長距離）52.5 ± 
43.6 秒であった（図 7）．種目間に有意な差が認められ 

（F = 2.77，p < 0.01，η2 = 0.13），陸上競技（中長距離）
はバスケットボールと比して，有意に低値であった（r = 
0.29，p = 0.03）．

閉眼片足立ち（右足）は，体操競技 83.6 ± 34.6 秒，空
手 103.6 ± 24.2 秒，剣道 40.7 ± 28.0 秒，バスケットボー
ル 90.6 ± 40.2 秒，バレーボール 85.7 ± 45.2 秒，陸上競
技（短距離）65.3 ± 32.1 秒，陸上競技（中長距離）68.0 ± 
49.4 秒であった（図 7）．種目間に有意な差が認められ 

（F = 3.90，p < 0.01，η2 = 0.18），剣道は，空手（r =  

図6．50%AHI（左右）の種目間比較
クラスカルウォリスの検定およびボンフェローニ法

図7．閉眼片足立ち（左右）の種目間比較
クラスカルウォリスの検定およびボンフェローニ法　 *：p < 0. 05，**：p < 0. 01
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0.56，p < 0.01）， バ ス ケ ッ ト ボ ー ル（r = 0.44，p < 
0.01），バレーボール（r = 0.38，p = 0.03）と比して，有
意に低値であった．

全ての種目において閉眼片足立ちに左右差を認めなかっ
た．

考　　察	

本研究では，大学男子競技選手を対象に，足趾把持筋
力，足部形態，バランス能力を種目間で比較した．その結
果，足趾把持筋力は，陸上競技（中長距離）で低値を示
し，足部形態はバスケットボールで低値を示した．また，
バランス能力は，剣道および陸上競技（中長距離）で低値
を示した．これらのことから，大学男子競技選手における
種目特性は，足部の機能や形態，さらにはバランス能力に
影響を及ぼす可能性を示唆している．

足趾把持筋力は，走力や跳躍力，敏捷性と関係すること
が報告されている2）．バスケットボールやバレーボールは，
多方向への切り返しや跳躍動作が多く含み，足趾による地
面把持がパフォーマンスに重要な役割を果たすと考えられ
る．一方，陸上競技（中長距離）は直線的かつ反復的な運
動が主体であり，足趾把持筋力が持久性パフォーマンスに
対して発揮される機会が限られる可能性がある．このよう
な種目特性の違いにより，陸上競技（中長距離）において
足趾把持筋力が低値を示したものと考えられる．

足部形態に関して，本研究では10%AHI においてバ
スケットボールが他種目と比して低値を示した一方，
50%AHI では種目間に差が認められなかった．バスケット
ボールは左右へのステップや急激な方向転換，急停止など
の動作が頻繁に行われる種目であり，また足関節捻挫の発
生率が高いことが報告されている9）．足関節捻挫は，内側
縦アーチの保持に寄与する足部外在筋の機能低下が招く可
能性が指摘されている9）．さらに，長時間の運動や高い練
習強度は，足部の支持構造に過度なストレスを与え，アー
チ低下を促進することも報告されている10）．本研究のバス
ケットボール群においても，これらの種目特性に伴う反復
的な荷重負荷が長期的に影響し，座位姿勢である10% 荷
重条件の時点ですでに足部アーチの低下していた可能性が
考えられる．その結果，50% 荷重条件での荷重増加に伴う
アーチ沈降の余地が少なかったことが考えられ，種目間の
差が認められなくなった要因と推察される．本研究では，
対象者の足関節捻挫の既往歴や具体的な運動強度を詳細に
把握できていない点や100% 荷重条件（片脚立位）での測
定が行えていない点が限界として挙げられる．足部アーチ
の低下は，全荷重においてより顕著に現れると考えられる
ため，50% 荷重までの評価では，種目ごとの特徴が十分に
捉えきれなかった可能性がある．しかしながら，バスケッ
トボールの種目特性および先行研究の知見を総合的に考慮
すると，これらの要因が10%AHI における低値に関与した
可能性が示唆される．

閉眼片足立ちでは，剣道と陸上競技（中長距離）に低値
が認められた．剣道では種目特有の構えや基本姿勢は両足
支持であり，片足支持で姿勢を長時間保持する場面が限ら
れる11）．また，陸上競技（中長距離）は直線的かつ反復的
な運動が主体であり，左右方向への急激な方向転換や多方
向へのバランス保持を必要とする場面は，他競技と比較し
て少ない．一方，空手，バスケットボール，バレーボール
などの種目では，片脚での跳躍や着地，方向転換など，片
脚支持動作が多くに含まれる．さらに，アスリートの姿勢
制御能力は種目特有の姿勢条件において高度な専門化を示
す一方，種目との関連性の低い条件への能力の転移は限定
的であることを指摘している12）．これらのことから，剣道
および陸上競技（中長距離）において閉眼片足立ちが低値
を示した要因として，種目特性上，片足支持姿勢を長時間
保持する能力が要求されにくいことが関与している可能性
が考えられる．

本研究の限界として，種目間の対象人数に差があるこ
と，足関節捻挫の既往歴や運動強度に関する情報の調査が
十分に収集できていないことが挙げられる．今後は，これ
らの要因を詳細に調査することで，種目特性が足部の機能
や形態，バランス能力に及ぼす影響をより明らかにできる
と考えられる．

ま と め	

大学男子競技選手を対象に，足趾把持筋力，足部形態お
よびバランス能力の種目別特徴を検討した．その結果，足
趾把持筋力は，陸上競技（中長距離）が低値を示し，足部
形態はバスケットボールが低値であった．また，バランス
能力は剣道および陸上競技（長距離）が低値を示した．以
上より，種目特性は，足部の機能や形態，さらにはバラン
ス能力に影響を与えるものと考えらえる．また，本研究の
結果は，各種目特性に応じた足部トレーニングや傷害予防
に活用できる可能性がある．
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関西臨床スポーツ医・科学研究会誌　34：43−46，2025

背景・目的	

Functional Movement Screen（FMS）は，運動機能の評
価およびスポーツ障害予防を目的として広く活用されてい
るスクリーニングツールである．これまでFMS に関して
は成人アスリートを対象とした研究報告が多数みられる．

しかし，ジュニアアスリートにおけるFMS スコアの特
徴や，性差が運動機能や障害発生リスクにどのように関与
するかについては，十分に検討されていない．

特にジュニア期は，身体的発育や運動スキルの獲得が著
しい時期であり，将来的なパフォーマンス向上や障害リス
ク低減の観点から，早期の運動機能評価の重要性が指摘さ
れている．

したがって，ジュニアアスリートを対象にFMS を用い
た評価を行い，性差や発育段階による違いを明らかにする
ことは，競技現場における指導や障害予防戦略の構築に有
用な知見を提供すると考えられる．

そこで本研究では，和歌山県の小学生アスリートを対象
にFMS を実施し，各測定項目における性別による違いを
検討することを目的とした．

対　　象	

対象は，和歌山県内でスポーツに取り組む小学生 129 名
（男子 69 名，女子 60 名，年齢 10 歳～ 12 歳）．身体的特
徴は以下の通りである（表 1）．

方　　法	

FMS はCook ら1），2）が提唱している方法に準じて実施
し，Deep Squat（以下 DS），Hurdle Step（以下 HS），
Inline Lunge（以下 IL），Shoulder Mobility（以下 SM），
Active Straight Leg Raise（以下 ASLR），Trunk Stability 
Push-up（以下 TSPU），Rotary Stability（以下 RS）を測
定した．0 ～ 3 点の4 段階で判定した．測定は3 名の理学

和歌山県下のジュニアアスリートにおけるFMS測定の性差分析

恩賀　敦也 1），小林　啓晋 1），貴志　真也 2）

1）社会医療法人スミヤ　角谷整形外科病院　診療技術部　理学療法士科 
2）宝塚医療大学　和歌山保健医療学部　リハビリテーション学科　理学療法学専攻

表1．身体的特徴

身長（cm） 体重（kg）

男子 145. 0±6. 0 36. 2±5. 2

女子 143. 2±7. 3 33. 3±4. 8

図1．FMS 7項目
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療法士が実施し，スコア判定はFMS 資格保有者が行った．
FMS の7 項目のスコア（0 ～ 3 点）を記録した．（図 1）
さらに，FMS 各項目のスコア（0 ～ 3 点）は順序尺度の
カテゴリーデータとして扱い，男女間の分布の差を検討す
るためχ2 検定を用いた．期待度数が5未満となる場合には
Fisher の正確確率検定を用いた．有意水準は5% とした．

研究実施に際しては，すべての参加者および保護者に対
して書面と口頭による説明を行い，同意を得た．

結　　果	

ASLR およびHS において，女子のスコアが男子よりも
有意に高かった（p<0.001）．一方 TSPU は男子のスコア
が女子よりも有意に高かった（p<0.01）．その他の4 項目

（DS，IL，SM，RS）においては，性別による有意差は認
められなかった（表 2）．

考　　察	

本研究では，和歌山県の小学生アスリートを対象に
FMS を実施し，各測定項目における性別による違いを検討
した．その結果，女子は男子に比べ柔軟性が有意に高く，
男子は女子に比べ体幹機能が有意に高かった．ASLR は，
股関節の自動屈曲の可動性，コアの安定性，多関節筋の柔
軟性，非荷重位での下肢分離能力を必要とするとされてい
る3）．先行研究では，女性は男性に比べ身体柔軟性が高い
ことが報告されている4）．このことから，男子では女子に
比べ下肢柔軟性の不足が障害発生要因となる可能性が示唆

された．筋は柔軟性に富んでいるが骨と比較して遅れて成
長していくため，急激に身長が増加した子どもは一時的に
体の柔軟性が失われてしまう要因となるとの報告もある5）．

福原らはストレッチ指導による筋柔軟性の向上はスポー
ツ障害に有効であるとしている6）．このことから，成長期
世代から柔軟性向上に向けたストレッチ等の介入が重要
であると言える．HS は，可動性と安定性の両方を同時に
調べるものであること，非荷重側の股関節における屈曲可
動域に明らかな制限がある場合，自動的に立脚肢の安定
性に代償が生じ，体幹の安定性が低下するとの報告があ 
る7）．Cook は可動性などの基本的な機能不全が存在すると
応用的動作パターンに代償動作がみられると述べている7）．
その意味では，基本的な機能の評価と捉えられる Active 
Straight Leg Raise に問題がある場合，その他の項目にも
影響を及ぼす可能性がある3）．ASLR の結果から女子に比
べ男子の股関節可動性が有意に低下していることがHS の
男女差が生じた要因だと考えられる．

TSPU は体幹の反射的な安定性，上半身の筋力，肩甲骨
の安定性が必要とされている7）ことから体幹部や上肢の筋
力の発達による影響が大きいと推察される．

下肢のスポーツ障害，外傷における体幹機能低下の合
併症率は，顕性は下肢スポーツ障害，外傷の252 例中 69
例，27％であった．また不顕性体幹機能低下の129 例，
51％と併せると78％となり，高率に体幹機能低下を有して
いた8）．この報告から，女子では男子に比べ体幹機能低下
に関連した障害発生リスクが高い可能性が示唆された．

また，Schneiders らは大学生を対象とした研究にお
いて，ASLR では女子が男子に比べ有意に優れており，
TSPU では男子が女子に比べ有意に優れていると報告して
いる9）．この知見を踏まえると，ゴールデンエイジ期にお
いては，男子には下肢柔軟性の強化，女子には体幹機能の
向上を目的とした介入を行うことが有用であると考えられ
る．さらに，このような性差を考慮した介入は，ゴールデ
ンエイジ期に限らず，ライフステージを通じた障害リスク
の低減にも寄与する可能性が示唆される．

本研究の対象は複数のスポーツ競技に参加している小学
生アスリートで構成されており，競技特性による身体機能
の違いが結果に影響している可能性がある．この点は本研
究の限界であり，今後は競技種目別に検討する必要があ
る．

結　　論	

本研究では，小学生アスリートにおけるFMS 測定結果
に性差が存在することが明らかとなった．柔軟性や筋力な
どの身体的特徴がスコアに影響を及ぼすことから，傷害予
防においては性別を考慮した個別対応の必要性が示唆され
る．さらに，FMS はジュニアアスリートに対しても有効
な評価・予防ツールとして活用できる可能性が確認された．
今後は，発育発達段階や競技特性を踏まえた縦断的な研究

表2．Functional Movement Screen（FMS）各項目
スコア分布の男女差

項目 スコア 男子（n） 女子（n） p値

ASLR 1 19 12 p<0. 001

2 44 20

3 6 28

DS 1 0 0 p=1. 00

2 23 20

3 46 40

HS 1 25 18 p<0. 001

2 42 24

3 2 18

IL 1 0 0 p=0. 14

2 28 16

3 41 44

RS 1 4 8 p=0. 24

2 65 52

3 0 0

SM 1 0 0 p=0. 54

2 2 0

3 67 60

TSPU 1 0 0 p<0. 01

2 6 20

3 63 40
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を重ねることで，より効果的な障害予防戦略の構築に寄与
することが期待される．
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1．背景	

剣道は左右非対称な動作を繰り返す競技であり，その特
性から身体各部位に非対称性が生じやすいと考えられる．
スポーツ選手における可動域の左右差や回旋運動を伴うス
ポーツは怪我や慢性疼痛の一因とされており，特に股関節
周囲の非対称性は腰痛との関連性が報告されている1）．し
かしながら，剣道競技における身体機能の非対称性，特に
股関節可動域に焦点を当てた研究は少なく，競技特性が身
体に与える影響についての科学的知見は十分とは言えない．

2．目的	

本研究の目的は，高校剣道選手の股関節の可動域および
SLR（Straight Leg Raise）を測定し，性差による身体的特
徴や可動域の左右差を明らかにすることである．

3．対象	

和歌山県下の高校国体強化選手のうち，2022 ～ 2024 年
度に選出された剣道選手 62 名（男子 38 名，女子 24 名）
であった．平均剣道歴は11 ± 3 年であった．対象者は全
員右足が踏み込み足，左足が蹴り足であった．

4．方法	

測定項目はSLR（Straight Leg Raising）と股関節屈曲・
伸展・外旋・内旋可動域を，日本整形外科学会のガイドラ
インに準じて実施し，左右の可動域をそれぞれ測定した

（図 1）．

統 計 解 析 は， 性 別 ごとに左 右 差 を検 討 するため，
Wilcoxon 符号付順位和検定を実施し，有意水準は5％未
満とした．統計解析には，R コンソールをベースとした統
計ソフト「EZR（Easy R version 1.61）」を使用した．

5．結果	

男子選手では，股関節の内旋および外旋可動域において
有意な左右差が認められた．特に外旋可動域では，打突時
に軸足となる左足の可動域が有意に拡大しており，右足に
比べて外旋位への誘導性が高い傾向を示した．股関節屈曲
および伸展の可動域においては，左右差はあるものの有意
差は認められなかった（表 1）．

一方，女子選手では，股関節の内旋可動域およびSLR
において有意な左右差が認められた．特に内旋可動域では，
男子と同様で，左足が有意に制限される傾向があった．ま
たSLR では，ハムストリングスの柔軟性の指標として左右
の挙上角度を比較したところ，左脚の方が高い挙上角度を
示し，右脚の柔軟性が低い傾向がみられた（表 2）．

以上の結果から，股関節の可動域および筋柔軟性におけ
る左右差の出現傾向は，性別によって異なることが明らか
となった．

6．考察	

本研究では，高校剣道選手における股関節可動域および
SLR における左右差を明らかにし，剣道競技特性が身体に
与える影響を性別の観点から検討した．その結果として，
男子では股関節の内外旋において，女子では股関節内旋お
よびハムストリングスの柔軟性を反映するSLR において有

高校剣道選手の性差と股関節に着目した身体的特徴

大西　准史 1），貴志　真也 2）

1）社会医療法人スミヤ角谷整形外科病院　診療技術部　理学療法士科 
2）宝塚医療大学　和歌山保健医療学部　リハビリテーション学科

図1．評価項目　①SLR ②屈曲 ③伸展 ④外旋 ⑤内旋
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意な左右差が認められた．
剣道は，右足を踏み込み足，左足を蹴り足とする左右非

対称の動作を繰り返す競技である．このような非対称動作
は，体幹から下肢にかけて特定の方向への反復的な負荷を
生じさせることが知られており，結果として筋柔軟性や関
節可動域の左右差が発生する可能性がある．特に，左足は
蹴り出し時に外旋位となりやすいという報告があり，これ
が男子選手における股関節外旋の可動域拡大につながって
いると考えられる2）．

一方，女子選手でも男子同様に股関節内旋可動域に制限
が認められたほか，SLR では右脚の柔軟性低下が明らかと
なった．これらの結果は，女子選手においても股関節機能
およびハムストリングスの筋機能に非対称性が存在してい
ることが示唆している．

このような股関節可動域や筋柔軟性の非対称性は，腰椎
や骨盤のアライメントに影響を及ぼし，腰痛の発生に関連
する可能性が高い．実際，Moon らは非特異的腰痛患者に
おいてハムストリングスの短縮および左右差が高頻度に認
められると報告しており，本研究結果とも一致する3）．ま
た，Sadeghisani らは，股関節内旋可動域の左右差が腰椎
への回旋ストレスを増加させ，腰痛の一因となることを示
している4）．

本研究で得られた知見を踏まえると，男子剣道選手にお
いては，股関節の内旋および外旋を含む可動域の評価と左
右のバランス維持が重要であり，女子選手においては，股
関節内旋可動域ならびにハムストリングスの柔軟性を保つ
ことが，障害の予防に向けた有効な取り組みとなる可能性
がある．また，剣道における競技中の外傷発生状況に関し
ては，アキレス腱断裂に次いで腰痛が高頻度で生じること
が報告 5）されており，股関節周囲の可動域に生じる左右非
対称性は，腰部への過剰な負担と関係する可能性が示唆さ
れている．

こうした身体機能の非対称性を早期に捉えることは，腰
痛の発症予防や，競技復帰の遅延を防ぐための，スクリー
ニングにおいて考慮すべき重要な視点であると考える．

これらの身体的特徴の変化が腰痛の発症にどのように関
与しているかを明らかにするための前向き研究が求められ
るとともに，競技レベルや練習量が身体機能へ与える影響
についても，今後さらなる検討が必要である．
7．結語	

高校剣道選手における股関節可動域とSLR には性別によ
る異なる左右差の傾向がみられた．男子では内外旋を含め
た股関節可動域，女子では股関節内旋およびSLR に着目し
た評価とコンディショニングが，今後の障害予防において
重要であると考えられる．
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表1．男子剣道選手の測定結果

表2．女子剣道選手の測定結果

項目 右平均可動域（°） 左平均可動域（°） P値

SLR 81. 1 ± 13. 5 80. 7 ± 19. 5 0. 170

股関節屈曲 124. 1 ± 6. 9 124. 3 ± 8. 1 0. 753

股関節伸展 25. 4 ± 8. 2 25. 6 ± 6. 9 0. 656

股関節外旋 53. 3 ± 6. 9 56. 7 ± 7. 8 0. 005

股関節内旋 42. 7 ± 8. 1 36. 0 ± 8. 6 0. 002

Wilcoxon符号付順位和検定：* P＜0. 05

項目 右平均可動域（°） 左平均可動域（°） P値

SLR 88. 2 ± 9. 3 92. 0 ± 11. 3 0. 014

股関節屈曲 134. 8 ± 6. 2 133. 0 ± 7. 3 0. 143

股関節伸展 31. 4 ± 5. 3 29. 6 ± 5. 7 0. 062

股関節外旋 55. 4 ± 9. 6 57. 2 ± 8. 7 0. 330

股関節内旋 58. 4 ± 9. 2 50. 4 ± 9. 8 0. 006

Wilcoxon符号付順位和検定：* P＜0. 05
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関西臨床スポーツ医・科学研究会誌　34：49−52，2025

背景と目的	

女子新体操は，音楽に合わせて演技を行う芸術性の高い
体操競技であり，柔軟性・筋力・巧緻性に加えて，高度な
リズム感や表現力が求められる．ボール，フープ，リボ
ン，クラブ，ロープといった手具を用い，個人または団体
で演技を行うという競技特性を有する．

特異な身体動作や広範な関節可動域，高度な巧緻性が求
められ，技術習得のために長時間の反復練習が必要となる．
その結果，過度な柔軟性や反復動作に起因するオーバー
ユース障害が発生しやすい1），2）．

特に育成年代の女子新体操選手は，クラブチームや学校
の部活動に所属し，全国大会や強化選手選抜を目標として
日常的に高頻度・長時間の練習に取り組んでいる．加えて
学業との両立も求められるため，傷害に対して十分な治療
や休養を確保できない状況に置かれる可能性がある．しか
し，育成年代の女子新体操選手における傷害の発生状況や
その特徴，ならびに医療機関受診状況や心理的側面を含め
た実態についての報告は依然として限られている．

そこで本研究では，育成年代の女子新体操選手を対象に
質問紙調査を実施し，傷害の発生状況およびその特徴を明
らかにするとともに，医療機関受診状況や傷害に伴う心理
的側面の実態を把握することを目的とした．

対象と方法	

本研究は，質問紙を用いた横断的調査である．対象は，
大阪府の中高一貫校 5 校および奈良県の中高一貫校 1 校に
所属する女子新体操部の選手 77 名（中学 1 年生～高校 3
年生）とした．いずれも学校単位で活動する部活動に所属
する選手であり，クラブチーム所属選手は含まれていない．

調査は，無記名自記式アンケートにより実施した．調
査項目は，①過去に経験した傷害，②現在抱えている傷
害，③傷害の発生状況および症状の経過，④練習および
大会への影響，⑤医療機関の受診歴・治療内容・通院状
況，⑥傷害予防への取り組み，⑦女性アスリートの三主徴

（Female Athlete Triad：FAT）に関する認知，⑧傷害に
伴う心理的影響および相談状況，⑨スポーツクリニックの

認知度とした．
回答のしやすさを考慮し，人体全身のイラストを提示

し，傷害部位を最大 3 か所まで選択させた（図 1）．傷害
部位は，肩関節，肘関節，股関節，臀部，腰部，大腿部，
膝部，足部・足関節，手部・手関節，頸部の10 部位に分
類した．各部位について，傷害の原因，痛みが強く出る動
作，練習および大会への影響，医療機関の受診歴，治療内
容，通院状況について回答を求めた．傷害がないと回答し
た選手については，以降の傷害に関する設問への回答を求
めなかった．

なお，本研究は自記式アンケート調査であり，受傷時
期，受傷機転，診断名はいずれも選手の自己申告に基づい
ている．そのため，急性外傷とオーバーユース障害を厳密
に区別することが困難な症例が含まれている．本研究では，

育成年代の女子新体操競技における傷害調査

岡田　七海 1），小川　宗宏 2）

1）奈良県立医科大学　医学部医学科 
2）奈良県立医科大学　スポーツ医学講座

図1．アンケート内容
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これらを包括する概念として「傷害（injury）」として取り
扱い，解析を行った．

結　　果	

本研究に参加した女子新体操選手 77 名の平均年齢は
15.4 ± 1.5 歳，平均競技歴は9.8 ± 2.4 年であった．回答
者のうち，過去に傷害を経験した選手は66 名（85.7%）で
あり，現在も何らかの傷害を有していると回答した選手は
53 名（68.8%）であった．

現在抱えている傷害は計 81 件挙げられ，そのうち特定
の動きによって発生したと回答されたものは23 件（29.9%）
であり，明確な原因が分からないと回答されたものは28 件

（36.4%）であった．特定の動きとしては，ジャンプの着地
ミス，演技中の転倒，過度な身体の伸展を要する技，足以
外の部位での着地などが挙げられた．

傷害部位は腰部が最も多く22 件（41.5%）を占め，次
いで足部・足関節が17 件（32.0%），膝が16 件（30.2%），
股関節が7 件（13.2%）であった（図 2）．腰部の傷害につ
いては，「腰を痛めた」と回答した選手が86.4% を占め，
そのうち9.1% が腰椎椎間板ヘルニアと回答していた．足
部・足関節では捻挫（17.6%）および疲労骨折（11.8%）

が多く，膝ではオスグッド・シュラッター病，半月板損
傷，膝蓋骨脱臼，膝関節炎，タナ障害などが報告された

（表 1）．
傷害の性状としては，いずれの部位においても特定の診

断名が付いていない慢性的な疼痛が最も多かった（図 3）．

表1．傷害部位と種類（n= 81）

図3．傷害部位別の慢性的な痛みの割合

図2．傷害部位
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痛みが強く出る動作として，腰部ではジャンプ，バラン
ス，ターンなど腰を反らす動作を伴う技が多く挙げられ，
足部・足関節ではジャンプやターンなど体重負荷の大きい
動作で痛みが増強すると回答された．また，新体操の競技
特性から，特定の動作に限らず常に痛みを感じていると回
答した選手もみられた．

現在傷害を抱えている選手のうち，92.3% が傷害を有し
たまま練習に参加しており，練習参加を控えている選手は
7.7% にとどまった．

現在抱えている傷害に対して医療機関を受診した選手は
51% であった．治療先は接骨院・整骨院が73%（19 人），
病院が42.3%（11 人）であり，複数の治療機関を利用し
ている選手もみられた．治療内容としては，リハビリテー
ション，電気刺激療法，ストレッチ，マッサージなどが挙
げられた．過去に経験した傷害 136 件のうち，現在も継続
して通院しているものは6 件（4.4%）であり，通院してい
ないものは98 件（72.0%），痛みが出た時のみ受診してい
るものは15 件（11.0%）であった．

全体の23.4% の選手に疲労骨折の既往が認められ，その
部位としては第 2 中足骨が最も多かった．

傷害予防のために何らかの対策を行っていると回答した
選手は85.5% であり，最も多かったのは柔軟やストレッ
チ（75.4%）であった．次いで，装具やサポーターの使用

（41.5%）が挙げられた．傷害対策について相談経験がある
と回答した選手は70.1% であり，相談相手としては医師が
49.1%，コーチが29.1%，作業療法士が21.8% であった．

傷害に伴う不安や心配について「ある」と回答した選手
は80.5% であった．不安の内容としては，練習に参加でき
ないこと（75.4%），大会のレギュラー争い（34.4%），選
手生命への不安（23.0%）が挙げられた．悩みを他者に相
談すると回答した選手は49.3% であり，相談相手は両親が
77.8%，医師が27.8%，コーチが19.4% であった．

スポーツクリニックの認知度は64.9% であったが，定
期的に受診している選手は16.9% にとどまった．一方で，
84.4% の選手が傷害予防のための専門医による定期健診の
必要性を感じていると回答した（図 4）．女性アスリートの
三主徴（Female Athlete Triad：FAT）について「知って
いる」と回答した選手は0% であった．

考　　察	

本研究は，育成年代の女子新体操選手を対象として，傷
害の発生状況および関連する背景について質問紙調査によ
り明らかにした点に意義がある．特に，傷害の好発部位，
傷害の性状，受診行動および心理的側面について，既報と
対比しながら検討することが可能となった．

本研究において，現在も何らかの傷害を有する選手が約
7 割にのぼったことから，育成年代の女子新体操選手にお
ける傷害の発生頻度は高いことが示された．傷害の好発部
位は腰部，足部・足関節，膝，股関節であり，この分布は
新体操選手において腰部や下肢の傷害が多いとする先行研
究の報告と一致している1），2）．新体操ではジャンプ，バラ
ンス，ターンなどの動作が反復され，体幹の伸展や回旋，
下肢への荷重が頻繁に生じるため，これらの部位に負荷が
集中しやすい競技特性が影響していると考えられる．

傷害の性状としては，明確な受傷機転を伴わない慢性
的な疼痛が最も多く，原因不明と回答された割合が36.4%
と，特定の動きによる発生を上回っていた．Gulati ら2）

は，新体操選手の傷害の多くが急性外傷ではなく，オー
バーユースに関連していると報告しており，本研究の結果
もこの傾向と整合する．一方で，本研究は自記式アンケー
トに基づく調査であり，受傷時期や受傷機転が不明瞭な例
も多かったことから，急性外傷とオーバーユース障害を厳
密に分類することは困難であった．この点は，本研究結果
を解釈する上で留意すべき点である．

練習参加状況については，92.3% の選手が傷害を抱えた
まま練習に参加していた．本研究では練習量や休養時間を
定量的に評価していないため，休養不足や傷害の慢性化と
の因果関係を論じることはできないが，傷害があっても競
技活動を継続している選手が多い現状が示された．病院受
診率は51% にとどまり，約半数の選手が医療機関を受診し
ていなかった．自由記述では「休みにくい」「ポジション
を失う不安」といった回答がみられ，心理的・環境的要因
が受診行動に影響している可能性が示唆されたが，これら
の関連については本研究では直接検証していない．

心理的側面に関しては，80.5% の選手が傷害に伴う不安
を有しており，特に「練習に参加できないこと」や「大会

図4．病院受診率と治療の実態
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のレギュラー争い」が不安要因として挙げられていた．こ
れらは本研究で得られた事実であり，育成年代の新体操選
手において，傷害に関連した心理的な不安を有する選手が
多い実態が明らかとなった．ただし，心理的負担と競技パ
フォーマンスや傷害の経過との関連については，本研究の
結果から直接的に示すことはできず，今後の課題である．

医療知識に関しては，Female Athlete Triad（FAT）の
認知率が0% であった．FAT やRED-S に関する教育およ
び認知向上の重要性は，Female Athlete Triad Coalition
やIOC のコンセンサスステートメントにおいて強調されて
おり5），6），本研究の結果は，育成年代の女性アスリートに
おける医療知識の不足という国際的に指摘されている課題
と一致する．また，スポーツクリニックの認知度は高かっ
たものの，定期受診率は低く，若年アスリートにおいて医
療アクセスや専門家への相談体制が十分ではないとする既
報 7）とも整合する結果であった．

本研究の限界として，自己申告式アンケートに基づく横
断研究である点が挙げられる．受傷時期や受傷機転が不明
確であった例が多く，急性外傷とオーバーユース障害を厳
密に分類できなかったこと，病名が必ずしも医師による正
式な診断名ではないことなど，情報の正確性には限界があ
る．今後は，客観的な診断データを含む縦断研究や，練習
負荷や休養状況を定量的に評価した研究を通じて，傷害の
発生要因や予防策をより詳細に検討する必要がある．

結　　語	

本研究では，育成年代の女子新体操選手を対象とした質
問紙調査により，傷害の発生状況およびその特徴を明らか

にした．現在も何らかの傷害を有する選手は約 7 割にのぼ
り，傷害の好発部位は腰部，足部・足関節，膝，股関節で
あった．これらの傷害の多くは，明確な受傷機転を伴わな
い慢性的な疼痛であった．

また，傷害を有しながらも多くの選手が練習に参加して
おり，医療機関の受診率は約 5 割にとどまっていた．さら
に，Female Athlete Triad（FAT）に関する認知率は0%
であり，専門医による定期的な相談や健診の必要性を感じ
ている選手は多い一方で，実際の定期受診率は低かった．

参考文献
１） Hutchinson MR: Low back pain in elite rhythmic gymnasts. 

Med Sci Sports Exerc. 31: 1686－1688, 1999.
２） Gulati R et al.: Rhythmic gymnasts' injuries in a pediatric 

sports medicine clinic in the United States: a 10-year 
retrospective chart review. Phys Sportsmed. 50: 454－460, 
2022.

３） Theisen D et al.: Injuries in Youth Sports: Epidemiology, Risk 
Factors and Prevention. Dtsch Z Sportmed. 65: 248－252, 
2014.

４） Caine D et al.: Physeal injuries in children's and youth sports: 
reasons for concern? Br J Sports Med. 40: 749－760, 2006.

５） De Souza MJ et al.: 2014 Female Athlete Triad Coalition 
consensus statement on treatment and return to play of the 
female athlete triad. Clin J Sport Med. 24: 96－119, 2014.

６） Mountjoy M et al.: The IOC consensus statement on relative 
energy deficiency in sport （RED-S）. Br J Sports Med. 48: 
491－497, 2014.

７） Bergeron MF et al.: International Olympic Committee 
consensus statement on youth athletic development. Br J 
Sports Med. 49: 843－851, 2015.

— 52 —



関西臨床スポーツ医・科学研究会誌　34：53−54，2025

本邦では2019 年ラグビーワールドカップに始まり，
2021 年東京オリンピック・パラリンピック，2023 年世界
水泳選手権・世界マスターズ水泳選手権，2025 年東京世
界陸上競技選手権大会など，毎年，様々な種目の国際競技
大会が開催されている．それに伴い，各競技および各大会
におけるメディカルサポートも徐々に整備されてきている
といえる．しかし，まだまだ不十分な感じは否めず，テレ
ビや会場での観戦において，実際に傷病者が出た場面でメ
ディカルサポートチームの円滑で完璧な対処を観ることは
それほど多いとはいえない．

スポーツ活動に従事されている皆様は，スポーツ競技に
医務として携わってはいるものの，実際のスポーツ現場に
メディカルサポートとして出務した時に，傷病者に遭遇し
たが，満足のいくサポートができず，歯がゆく，ふがいな
い想いをしたことがあるかと思われる．また，個々の知識
や技術は十分に有しているにも拘わらず，傷病者へのサ
ポート，対処ができますと，自信をもって伝えることがで
きないという経験を一度はしているのではないかと考える．
これはスポーツ現場に対する医務活動の現状を考えると，
いくぶん仕方がないことだと思われる．なぜなら，実際の
現場を想定したトレーニングを行っていない，自身が得た
知識や技術を定期的に確認し，アウトプットできるような
場がないからである．

我々は，このような問題を解決すべく，2018 年より
PHICIS JAPAN という団体を立ち上げ，“日本におけるス
ポーツ現場医療の標準化”を目指して日々活動している．
PHICIS とは，“Pre-Hospital Immediate Care In Sport”の
略であり，スポーツ活動中に生じる傷病に対し，アスリー
トのwell-fare を守るため，フィールド内外でのファースト
エイド，メディカルサポートを標準化し，誰が出務しても
同じ質を維持したサポートができるようになることを目的
としている．元来，エジンバラ大学の外科救急コースの一
部で行われていたものをスポーツ現場に落とし込み，イン
グランドにてラグビー競技を中心に活用されていた．2015
年に開催されたイングランドでのラグビーワールドカップ
での大会ドクターは，このPHICIS（その当時はICIS と呼
ばれていた）の講習を受けたエキスパートが担当してい
た．それが徐々に世界中に拡大し，アジアでは香港やシン

ガポールなどで講習会が開催された．日本では，2019 年
のラグビーワールドカップ開催決定を契機として，流通経
済大学スポーツ健康科学部教授である山田睦雄先生（現
PHICIS JAPAN 代表）により日本に持ち込まれ，2015 年
に初めてPHICIS コースが日本で開催された．以降，日本
での講習会開催の増加に伴い，資格取得者数も増加してい
き，ラグビー競技だけでなく，日本で行われているあらゆ
るスポーツ競技にも広げていく必要があると考え，2018 年
にPHICIS JAPAN が誕生した．

PHICIS 講習会は基本的には2 日間の講習となる．講習
会への申し込み後，まずPHICIS JAPAN よりE-learning
を受講するように伝えられる．これにより知識をインプッ
トしてもらい，実際の講習会当日には，E-learning で学ん
だ知識のアウトプットをディスカッション形式で行う．併
せて，実際のシチュエーションを想定した実技も行い，知
識と技術を学んでいく．内容は，グランド内での初期評
価，心肺蘇生，気道確保，脊椎外傷（担架搬送），頭部外
傷など，スポーツ活動中に生じる可能性のある全ての傷病
に対する診断や対応が含まれている．最後に筆記および実
技テストを受けなければならない．試験に無事合格すると，
エジンバラ大学の外科救急コースに各個人の資格が登録さ
れる．これは国際的な資格であり，ラグビーワールドカッ
プやオリンピック・パラリンピックは本資格を有すること
で，競技会のメディカルサポート（大会・競技によって多
少異なる）を行うことが可能となる．本資格は2 年間とな
り，2 年後には資格更新のための講習会を受ける必要があ
る．

現在，PHICIS JAPAN は，全国 9 大学と提携し，毎年
各地で2 ～ 3 回の講習会が開催されている．それ以外にも
ラグビースクールジャパンや，各競技団体などにも依頼に
応じて出張講習会を行っている．2025 年 2 月現在で，全
コースの修了者は758 名であり，標準的なレベル 2 コース
の総受講者は658 名，資格保持者 456 名，より高度なレベ
ル 3 コースは総受講者 100 名，資格保持者 27 名となって
いる．受講者が従事しているスポーツ種目は，ラグビー競
技が約 42% となるが，他競技が過半数を占めているのが現
状である．サッカー，柔道，野球，アメリカンフットボー
ル，バスケットボール，水泳，レスリング，パラスポーツ

スポーツ現場におけるファーストエイド
−PHICIS JAPANの取組み−

篠原　靖司
PHICIS JAPAN 理事 
立命館大学　スポーツ健康科学部
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など，コンタクトスポーツではない種目も認められ，多岐
にわたっている．

本稿では，PHICIS JAPAN を紹介させていただいた．
我々は，あらゆるスポーツ現場において，安心・安全に
競技を行っていただけるよう，スポーツ現場医療の標準

化を目指して日々取り組んでいる．スポーツ競技の医務
活動に従事されている方は，ぜひPHICIS 講習会を受講
し，共にアスリートのメディカルサポートを行っていけれ
ばと考えている．一度，PHICIS JAPAN のHP（https://
phicis.or.jp/）を確認してください．

講習会の様子
＊写真に写っている全員に対し，PHICIS JAPANにて写真掲載許諾許可を取得済
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